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１ 指定統計調査の承認 
指定統計調査

の名称 

承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

小売物価統計

調査 

H18.7.5  消費者物価指数に係る集計事項及び公表事項について、連

鎖基準指数及び総世帯指数の月次指数を、平成 17 年基準指数

に切り替える平成 18 年８月公表から追加する。 

 

総務大臣

建設工事統計

調査 

H18.7.18  建設工事受注動態統計調査について、道路関係４団体（日

本道路公団、首都高速道路公団、阪神高速道路公団及び本州

四国連絡橋公団）が、平成 17 年 10 月から日本高速道路保有・

債務返済機構及び６つの高速道路関係の特殊会社に改組され

ることを踏まえ、調査票中の発注機関名（公共機関のうち国

の機関からの受注工事を表す区分）を変更する。 

 具体的には､発注者区分について、現行の「公団・事業団」

を、「政府関連企業」と統合した上で、名称を「政府関連企

業等」に変更する。 

国土交通

大臣 
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２ 承認統計調査の承認 
承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.26563 

(旧 No.26113) 
H18.7.5 

医薬品・医療機器産業実態調査 

医薬品（製造業等）調査票 
厚生労働大臣 

No.26564 

(旧 No.26114) 
H18.7.5 

医薬品・医療機器産業実態調査 

医薬品（卸売業）調査票 
厚生労働大臣 

No.26565 

(旧 No.26115) 
H18.7.5 

医薬品・医療機器産業実態調査 

医療機器（製造業等）調査票 
厚生労働大臣 

No.26566 

(旧 No.26116) 
H18.7.5 

医薬品・医療機器産業実態調査 

医療機器（卸売業）調査票 
厚生労働大臣 

No.26567 

(旧 No.25855) 
H18.7.10 

消費生活協同組合（連合会）実態調査 

消費生活協同組合（連合会）実態調査票 
厚生労働大臣 

No.26568 

(旧 No.26124) 
H18.7.11 

院内感染対策サーベイランス 

集中治療部門サーベイランス調査票 
厚生労働大臣 

No.26569 

(旧 No.26125) 
H18.7.11 

院内感染対策サーベイランス 

検査部門サーベイランス調査票 
厚生労働大臣 

No.26570 

(旧 No.26126) 
H18.7.11 

院内感染対策サーベイランス 

全入院患者部門サーベイランス調査票 
厚生労働大臣 

No.26571 

(旧 No.26127) 
H18.7.11 

院内感染対策サーベイランス 

新生児集中治療部門サーベイランス調査票 
厚生労働大臣 

No.26572 

(旧 No.26128) 
H18.7.11 

院内感染対策サーベイランス 

外科手術部位感染部門サーベイランス調査票 
厚生労働大臣 

No.26573 

(旧 No.23452) 
H18.7.12 

旅客県間流動調査 

乗合バス旅客県間流動調査票 
国土交通大臣 

No.26574 

(旧 No.23453) 
H18.7.12 

旅客県間流動調査 

旅客船旅客県間流動調査票 
国土交通大臣 

No.26575 

(旧 No.     ) 
H18.7.18 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

診療録情報 
厚生労働大臣 

No.26576 

(旧 No.     ) 
H18.7.18 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

施設調査票 
厚生労働大臣 

No.26577 

(旧 No.     ) 
H18.7.18 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

医科保険診療以外のある症例調査票 
厚生労働大臣 

No.26578 

(旧 No.     ) 
H18.7.18 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

包括レセプト情報 
厚生労働大臣 

No.26579 

(旧 No.     ) 
H18.7.18 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

診療明細情報 
厚生労働大臣 

No.26580 

(旧 No.     ) 
H18.7.18 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

行為明細情報 
厚生労働大臣 

No.26581 

(旧 No.22675) 
H18.7.19 

青果物・花き集出荷機構調査 

青果物・花き集出荷機構調査票（青果物用） 
農林水産大臣 
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No.26582 

(旧 No.21751) 
H18.7.19 

青果物・花き集出荷機構調査 

青果物・花き集出荷機構調査票（花き用） 
農林水産大臣 

No.26583 

(旧 No.26059) 
H18.7.20 

環境にやさしい企業行動調査 

環境にやさしい企業行動に関するアンケート調査調査票 
環境大臣 

No.26584 

(旧 No.23444) 
H18.7.27 

北海道法人企業投資状況調査 

北海道法人企業投資状況調査票 
国土交通大臣 

No.26585 

(旧 No.26148) 
H18.7.27 

国際航空旅客動態調査 

国際航空旅客動態調査票（日本人旅客用） 
国土交通大臣 

No.26586 

(旧 No.26149) 
H18.7.27 

国際航空旅客動態調査 

国際航空旅客動態調査票（外国人旅客用） 
国土交通大臣 

No.26587 

(旧 No.26150) 
H18.7.27 

国際航空旅客動態調査 

国際航空旅客動態調査票（通過・乗換旅客用） 
国土交通大臣 

No.26588 

(旧 No.21133) 
H18.7.27 

転職者実態調査 

転職者実態調査（事業所票） 
厚生労働大臣 

No.26589 

(旧 No.21134) 
H18.7.27 

転職者実態調査 

転職者実態調査（個人票） 
厚生労働大臣 

No.26590 

(旧 No.23401) 
H18.7.27 

社会福祉施設等調査 

保護施設調査票 
厚生労働大臣 

No.26591 

(旧 No.23402) 
H18.7.27 

社会福祉施設等調査 

老人福祉施設等調査票 
厚生労働大臣 

No.26592 

(旧 No.23403) 
H18.7.27 

社会福祉施設等調査 

障害者支援施設（更生施設）調査票 
厚生労働大臣 

No.26593 

(旧 No.23406) 
H18.7.27 

社会福祉施設等調査 

障害者支援施設等（授産施設）調査票 
厚生労働大臣 

No.26594 

(旧 No.23404) 
H18.7.27 

社会福祉施設等調査 

児童福祉施設調査票 
厚生労働大臣 

No.26595 

(旧 No.23405) 
H18.7.27 

社会福祉施設等調査 

保育所調査票 
厚生労働大臣 

No.26596 

(旧 No.23407) 
H18.7.27 

社会福祉施設等調査 

利用施設等調査票 
厚生労働大臣 

No.26597 

(旧 No.26093) 
H18.7.27 

社会福祉施設等調査 

障害福祉サービス事業所票 
厚生労働大臣 

No.26598 

(旧 No.22480) 
H18.7.27 

資本財販売先調査 

資本財販売先調査票 
経済産業大臣 

No.26599 

(旧 No.23409) 
H18.7.31 

学術情報基盤実態調査 

大学図書館編調査票（中央図書館記入用） 
文部科学大臣 

No.26600 

(旧 No.23409) 
H18.7.31 

学術情報基盤実態調査 

大学図書館編調査票（分館及び部局図書館・室記入用） 
文部科学大臣 

No.26601 

(旧 No.     ) 
H18.7.31 

学術情報基盤実態調査 

コンピュータ及びネットワーク編調査票 
文部科学大臣 



 －6－

３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

106039 H18.7.7 新宮市就労実態アンケート調査 新宮市長 

106040 H18.7.11 労働事情調査 八尾市長 

106041 H18.7.11 地域経済構造分析調査 島根県知事 

106042 H18.7.11 自治協議会・自治会等アンケート 福岡市長 

106043 H18.7.18 健康と生活習慣に関するアンケート調査 山形市長 

106044 H18.7.18 市民一万人アンケート 神戸市長 

106045 H18.7.19 工場集積地実態調査 大阪市長 

106046 H18.7.20 児童・生徒のたばこに関する実態調査 神奈川県知事

106047 H18.7.24 労働事情調査 吹田市長 

106048 H18.7.24 沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査 沖縄県知事 

106049 H18.7.27 「大阪の若者の仕事とくらし」アンケート 大阪市長 

106050 H18.7.31 第８期市政アドバイザー第７回意識調査 神戸市長 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

206073 H18.7.4 労働実態調査 宮城県知事 

206074 H18.7.4 商品流通調査 宮城県知事 

206075 H18.7.4 物資流通統計調査 北九州市長 

206076 H18.7.4 商品入・出荷先調査 福岡市長 

206077 H18.7.10 サービス業県外売上額等調査 神奈川県知事

206078 H18.7.10 研究機関に関する調査 神奈川県知事

206079 H18.7.11 衛生行政報告例 厚生労働大臣

206080 H18.7.11 労働条件等実態調査 和歌山県知事

206081 H18.7.13 県政世論調査 香川県知事 

206082 H18.7.20 労働条件等実態調査 熊本県知事 

206083 H18.7.21 賃金労働時間等実態調査 新潟県知事 

206084 H18.7.24 公共事業工事費内訳調査 国土交通大臣

206085 H18.7.26 地域保健・老人保健事業報告 厚生労働大臣

206086 H18.7.28 被保護者全国一斉調査 厚生労働大臣

206087 H18.7.28 商品流通調査 東京都知事 

206088 H18.7.28 女性労働者就業実態調査 山梨県知事 

（3） 中止 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

306022 H18.7.12 労働時間制度等実態調査 愛知県知事 

306023 H18.7.27 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 文部科学大臣

306024 H18.7.27 公・私立高等学校における中途退学者数等の状況調査 文部科学大臣



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
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指定統計調査の承認 

【調査名】 小売物価統計調査 

【承認年月日】 平成１８年０７月０６日 

【指定番号】 ００００３５ 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室 

【目 的】 国民の消費生活上重要な支出の対象となる商品の小売価格及びサービスの料金を調査し，消費者物価

指数その他物価に関する資料を得るとともに，消費生活に関する経済施策の基礎資料を提供すること。 

【沿 革】 本調査は，昭和２５年６月に都道府県庁所在地及び帯広市，高崎市，松本市，浜松市，松阪市，防府

市，今治市及び都城市の主要都市を対象に，約２１０品目を対象に開始され，その後調査市町村，調査

品目等の改正が行われ，現在に至っている。 

調査市町村は，昭和３７年７月から郡部を含めた１７３市町村に拡大され，全国的な規模となり，そ

の後，沖縄の本土復帰により５市２町が加えられ，また，数次にわたる追加・廃止により，平成１５年

７月現在，約２００調査市町村となっている。調査品目・銘柄は，消費構造の変化，商品の出回り状況

の変化等を考慮し，数次にわたる追加・廃止を行っており，平成１６年１２月現在で５３５品目，平成

１７年１月現在で５２９品目である。 

なお，調査品目のうち生鮮食料品については，昭和４４年７月から，それまでの中旬調査に上旬・下

旬調査を加え３旬調査により実施している。 

【調査の構成】 1-小売物価統計調査調査票  

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「小売物価統計調査年報」，「小売物価統計調査報

告」（月報），「消費者物価指数」（毎月閣議報告・公表） （表章）全国，特定の市町村 

※ 

【調査票名】 1-小売物価統計調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他（事業所及び世帯） （抽出枠）事業所・企業統計調査及び国勢

調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３１，０００ ２２，０００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）他計 （把握時）調査実施期日現在 （系統）〔調査員調査品目〕総務省→都道府県
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→指導員→調査員→報告者，〔都道府県調査品目〕総務省→都道府県→報告者，〔総務省調査品

目〕総務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）０１日〔調査員調査品目〕毎月１２日を含む週の水曜日，木曜日又は金

曜日。ただし一部の生鮮食料品等は，毎月５日，１２日及び２２日を含む各週の水曜日，木曜日又は

金曜日。〔都道府県調査品目〕毎月１２日を含む週の金曜日。ただし宿泊料は，毎月５日を含む週の

金曜日（休日の前日である場合にあっては，翌週の月曜日）及び土曜日。また，遊園地入場料は，毎

月１２日を含む週の日曜日。〔総務省調査品目〕毎月１２日を含む週の金曜日。ただし宿泊料は，毎

月５日を含む週の金曜日（休日の前日である場合にあっては，翌週の月曜日）及び土曜日。 

【調査事項】 商品及びサービスについて，総務省統計局長が指示する一定の銘柄の小売価格又は料金及びこれらに

附随する事項（事業所の名称，事業主の氏名，所在地等） 
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【調査名】 建設工事統計調査 

【承認年月日】 平成１８年０７月１８日 

【指定番号】 ００００８４ 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課 

【目 的】 建設工事及び建設業の実態を明らかし、建設行政等に必要な基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和３０年以降、指定統計第８４号を作成するための調査として実施。調査体系の見直しにより、建

設工事受注調査（承認統計調査）及び民間土木工事着工調査（承認統計調査）を再編して、平成１２年

度から新しい体系の本調査が実施されている。 

【調査の構成】 １－建設工事受注動態統計調査票甲（共通）（様式第１号），２－建設工事受注動態統計調査票

乙（大手建設業者）（様式第２号），３－建設工事施工統計調査票（１）（様式第３号），４－建

設工事施工統計調査票（２）（様式第４号） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（統計センター委託・機械集計） （公表）集計完了後すみやかに公表。 

（表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－建設工事受注動態統計調査票甲（共通）（様式第１号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）調査の期日が属する年度の前々年度に施工した建設工事

の年間完成工事高が１億円以上の建設業者から，完成工事高規模及び公共工事の元請完成工事高規

模別に属化抽出した約１２，０００の建設業者について国土交通大臣が指定したもの。 （抽出

枠）前年の建設工事施工統計調査 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１２，０００／母５５８，０００ （配布）郵送・オ

ンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月の１日から末日まで （系

統）〔大手指定建設業者〕国土交通省→報告者（郵送又はオンライン），〔大手指定建設業者以

外〕国土交通省→都道府県→報告者（郵送調査の場合），国土交通省→報告者（オンライン調査の

場合） 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日 

【調査事項】 １．建設業者名及び許可番号，２．営業所の所在地，３．経営組織，４．資本金又は出資金，
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５．国内建設工事の月間受注高，６．公共機関から受注した請負契約額が１件当たり５百万円以上

の国内建設工事に係る事項，７．民間等から受注した国内建設工事であって，請負契約額が１件当

たり５百万円以上の土木工事又は請負契約額が１件当たり５億円以上の建築工事に係る事項，８．

発注者別及び工事種類別の月間受注 

※ 

【調査票名】 ２－建設工事受注動態統計調査票乙（大手建設業者）（様式第２号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）前年の建設工事施工統計調査の対象業者のうち，前々年

度に施工した建設工事の年間完成工事高が１億円以上の建設業者のうち年間完成工事高が比較的大

きい建設業者のうち国土交通大臣が指定したもの。 （抽出枠）前年の建設工事施工統計調査 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／母５５８，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月１日から末日まで （系統）国土交通省→報告

者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）３１日 

【調査事項】 １．建設業者名及び許可番号，２．営業所の所在地，３．経営組織，４．資本金又は出資金，

５．国内建設工事の月間受注高，６．公共機関から受注した請負契約額が１件当たり５百万円以上

の国内建設工事に係る事項，７．民間等から受注した国内建設工事であって，請負契約額が１件当

たり５百万円以上の土木工事又は請負契約額が１件当たり５億円以上の建築工事に係る事項，８．

発注者別及び工事種類別の月間受注高（海外で施工されるものを含む。），９．施工場所別の月間

受注高，１０．月間施工高及び月末の未消化工事高 

※ 

【調査票名】 ３－建設工事施工統計調査票（１）（様式第３号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金階層別及び業種別に抽出した建設業者について国

土交通大臣が指定したもの。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１３，０００／母５５８，０００ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）決算期が３月３１日である建設業者に

あっては毎年３月３１日現在，その他のものにあっては毎年３月３１日前の直近の決算期までの１
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年間 （系統）国土交通省→都道府県→報告者（郵送調査の場合），国土交通省→報告者（オンラ

イン調査の場合） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月１日 

【調査事項】 １．建設業者名及び許可番号，２．主たる営業所の所在地，３．経営組織，４．資本金又は出資

金，５．業態別工事種類，６．就業者数，７．国内建設工事の年間完成工事高，８．国内建設工事

の年間受注高，９．有形固定資産，１０．兼業売上高，１１．建設業の付加価値額 

※ 

【調査票名】 ４－建設工事施工統計調査票（２）（様式第４号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金階層別及び業種別に属化抽出した建設業者のう

ち，国土交通大臣の許可を受けたもの及び資本金又は出資金の額が２，０００万円以上の法人で都

道府県知事の許可を受けたもの。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１３，０００／母５５８，０００ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）決算期が３月３１日である建設業者に

あっては毎年３月３１日現在，その他のものにあっては毎年３月３１日前の直近の決算期までの１

年間 （系統）国土交通省→都道府県→報告者（郵送の場合），国土交通省→報告者（オンライン

調査の場合） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月１日 

【調査事項】 １．建設業者名及び許可番号，２．主たる営業所の所在地，３．経営組織，４．資本金又は出資

金，５．業態別工事種類，６．就業者数，７．国内建設工事の年間完成工事高，８．国内建設工事

の年間受注高，９．有形固定資産，１０．兼業売上高，１１．建設業の付加価値額 



 

 
 
 
 
 
 
 
 

３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 医薬品・医療機器産業実態調査 

【実施機関】 厚生労働省医政局経済課 

【目 的】 医薬品製造販売業・製造業及び卸売業，医療機器製造販売業・製造業及び卸売業の経営実態を把握

し，医薬品並びに医療機器産業の健全な発展に必要な施策を講ずるための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，昭和４７年以降毎年実施していた「医薬品産業実態調査」と，平成２年以降毎年実施して

いた「医療機器産業実態調査」について，平成１１年に両調査を統合している。 

【調査の構成】 １－医薬品（製造業等）調査票，２－医薬品（卸売業）調査票，３－医療機器（製造業等）調査

票，４－医療機器（卸売業）調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（集計終了後） （表章）全国 

【経 費】 ９，３５６ 

※ 

【調査票名】 １－医薬品（製造業等）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月０５日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１１月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５６３ 調査票承認番号（旧）０２６１１３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１７年３月３１日現在において，薬事法に基づき医

薬品製造販売業，製造業の許可を受けて，医薬品を製造販売，製造している者 （抽出枠）医薬品

製造販売業許可台帳及び医薬品製造業許可台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）毎年３月３１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月 

【調査事項】 １．会社の概要，２．承認取得等の状況，３．売上高の状況，４．容器・包装の再商品化義務の

履行の状況，５．医薬品関係従業者数の状況，６．後発医薬品が薬価収載されている先発医薬品の

売上高，７．医薬品の研究開発及び設備投資の状況，８．決算状況 

※ 
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【調査票名】 ２－医薬品（卸売業）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月０５日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１１月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５６４ 調査票承認番号（旧）０２６１１４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１７年３月３１日現在において，薬事法に基づき卸

売一般販売業の許可を受けて，薬局の開設者，医薬品の製造業者若しくは販売業者又は病院若しく

は診療所の開設者に対して医薬品を販売し，又は授与している者 （抽出枠）卸売一般販売業許可

台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）毎年３月３１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月 

【調査事項】 １．会社の概要，２．医薬品の取扱品目数，３．医薬品の販売先状況等，４．医薬品卸売一般販

売業関係従業者数の状況，５．仕入の状況，６．決算状況 

※ 

【調査票名】 ３－医療機器（製造業等）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月０５日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５６５ 調査票承認番号（旧）０２６１１５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１７年３月３１日現在において，薬事法に基づき，

医療機器の製造販売業，製造業の許可を受けて，医療機器を製造販売，製造している者 （抽出

枠）薬事工業生産動態統計から作成した企業対象名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）毎年３月３１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月 

【調査事項】 １．会社の概要，２．売上高の状況等，３．販売状況，４．容器・包装再商品化義務の履行の状

況，５．事業所状況，６．医療機器製品関係従業員の状況，７．製品区分別，国内製品・輸入製品
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別，国内・海外売上高，８．医療機器の研究開発及び設備投資の状況，９．決算状況 

※ 

【調査票名】 ４－医療機器（卸売業）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月０５日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５６６ 調査票承認番号（旧）０２６１１６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１７年３月３１日現在において，薬事法に基づき医

療機器販売業の許可を受け，届け出をし，医療機器を業として販売しており，日本医療機器販売業

協会の企業会員 （抽出枠）日本医療機器販売業協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２２０／母２２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）毎年３月３１日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月 

【調査事項】 １．会社の概要，２．医療機器の販売先状況等，３．売上高状況等，４．都道府県別売上高状況

等，５．仕入の状況，６．決算状況 
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【調査名】 消費生活協同組合（連合会）実態調査 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局地域福祉課 

【目 的】 消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会に関する事業の状況，財務の状況等の基本的事項を的

確に把握し，施策の有効性評価及び今後の推進の基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，消費生活協同組合（連合会）実態調査票（昭和３２年から実施）及び公益質屋調査票（昭

和８年から実施）から成り立っていたが，昭和５６年以降，各々別途の調査として実施されている。 

【調査の構成】 １－消費生活協同組合（連合会）実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「消費生活協同組合（連合会）実態調査報告表」（平

成１８年６月） （表章）全国 

【経 費】 ２，８６５ 

※ 

【調査票名】 １－消費生活協同組合（連合会）実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５６７ 調査票承認番号（旧）０２５８５５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）協同組合 （属性）消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１２８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）４月１日の属する事業年度 （系統）厚生労働省→報告者，厚生労働省

→地方厚生局→報告者，厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）各年１０月３０日 

【調査事項】 １．基本的事項，（１）組合員数等，（２）組合の種類，（３）活動・休止の別，（４）事業種

類，２．事業の状況，（１）供給事業，（２）利用事業，（３）保健・福祉事業及び活動の内容，

（４）医療関係，（５）員外利用許可，（６）共済事業，（７）子会社の状況，３．財務の状況，

（１）負債及び資本の状況，（２）剰余金処分（欠損金処理）の状況 



 21

【調査名】 院内感染対策サーベイランス 

【実施機関】 厚生労働省医政局指導課 

【目 的】 全国の病院において実施されている院内感染対策を支援するため，院内感染対策に問題となりうる薬

剤耐性菌の発生動向等の基礎資料を得るとともに，患者の基礎疾患や重症度等の関連を明らかにし，こ

れらの情報を各病院にフィードバックする。 

【調査の構成】 １－集中治療部門サーベイランス調査票，２－検査部門サーベイランス調査票，３－全入院患者

部門サーベイランス調査票，４－新生児集中治療部門サーベイランス調査票，５－外科手術部位感

染部門サーベイランス調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（集計完了後） （表

章）全国 

【経 費】 １２，０２０ 

※ 

【調査票名】 １－集中治療部門サーベイランス調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５６８ 調査票承認番号（旧）０２６１２４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）医療法による病院（２００床以上） （抽出

枠）あらかじめ都道府県を通じて本サーベイランスへの参加を希望した病院の中から厚生労働省が

選定した病院 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６６／母２，７５７ （配布）郵送 （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者→民間調査機関→厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１０日まで 

【調査事項】 １．手術の有無，２．手術部位，３．入院時・ＩＣＵ入室時の主病名，４．体温・平均血圧・心

拍数・呼吸数，５．感染症の起炎菌，６．薬剤耐性の程度，７．カテーテル等の装着状況 

※ 

【調査票名】 ２－検査部門サーベイランス調査票 
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【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５６９ 調査票承認番号（旧）０２６１２５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）医療法による病院（２００床以上） （抽出

枠）あらかじめ都道府県を通じて本サーベイランスへの参加を希望した病院の中から厚生労働省が

選定した病院 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３９１／母２，７５７ （配布）郵送 （取集）オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者→民間調査機関→厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１０日まで 

【調査事項】 １．検体採取日，２．菌名・菌量・菌起炎性の有無，３．感染症名，４．体温，５．白血球数，

６．抗菌薬投与の有無，７．基礎疾患名，８．放射線治療・免疫抑制剤等投与・手術・透析の有

無，９．カテーテル等の装着状況 

※ 

【調査票名】 ３－全入院患者部門サーベイランス調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５７０ 調査票承認番号（旧）０２６１２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）医療法による病院（２００床以上） （抽出

枠）あらかじめ都道府県を通じて本サーベイランスへの参加を希望した病院の中から厚生労働省が

選定した病院 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１８３／母２，７５７ （配布）郵送 （取集）オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者→民間調査機関→厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１０日まで 

【調査事項】 １．患者数，２．保菌者数，３．感染者数，４．検体名，５．菌名，６．体温，７．白血球数，

８．感染症診断名，９．基礎疾患名，１０．カテーテル・人工器官等の有無，１１．基礎疾患に対

する治療，１２．抗菌薬（注射薬・内服薬），１３．感染症の転帰等 
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※ 

【調査票名】 ４－新生児集中治療部門サーベイランス調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５７１ 調査票承認番号（旧）０２６１２７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）医療法による病院（２００床以上） （抽出

枠）あらかじめ都道府県を通じて本サーベイランスへの参加を希望した病院の中から厚生労働省が

選定した病院 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２／母２，７５７ （配布）郵送 （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）半年毎 （系統）厚生労働省→報告者→民間調査機関→厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）半年後の翌月１０日まで 

【調査事項】 １．母体感染症の有無，２．分娩方法，３．産科的合併症，４．保育器消毒，５．ＭＲＳＡ（メ

チシリン耐性黄色ブドウ球菌），６．特殊治療，７．併用治療，８．カテーテル使用の有無等 

※ 

【調査票名】 ５－外科手術部位感染部門サーベイランス調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５７２ 調査票承認番号（旧）０２６１２８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）医療法による病院（２００床以上） （抽出

枠）あらかじめ都道府県を通じて本サーベイランスへの参加を希望した病院の中から厚生労働省が

選定した病院 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／母２，７５７ （配布）郵送 （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）半年毎 （系統）厚生労働省→報告者→民間調査機関→厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）半年後の翌月１０日まで 

【調査事項】 １．手術時間，２．外傷，３．感染部位，４．病原体，５．膿瘍，６．転帰等 
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【調査名】 旅客県間流動調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課分析室 

【目 的】 わが国の乗合バスによる都道府県間旅客流動量の実態を把握するとともに運輸行政の基礎資料として

資する。 

【沿 革】 乗合バスについては昭和４０年に，定期旅客船については昭和４９年に開始された調査で，調査内容

は全く変更されず現在に至っている。なお，昭和５３年からは，これまで「乗合バス旅客県間流動調

査」と「定期船旅客県間流動調査」として別個に調査していたものを「旅客県間流動調査」として統合

している。 

【調査の構成】 １－乗合バス旅客県間流動調査票，２－旅客船旅客県間流動調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「旅客地域流動調査報告書」（翌年３月末） （表

章）全国 

※ 

【調査票名】 １－乗合バス旅客県間流動調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５７３ 調査票承認番号（旧）０２３４５２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）一般乗合旅客自動車運送事業者（５１１社）のうち，

２以上の都道府県（北海道は４地域に分割）にまたがる運行系統をもつ事業者 （抽出枠）道路運

送法に基づく一般乗合旅客自動車運送事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２３９／母２３９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オン

ライン （記入）自計 （把握時）前年度間 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０８月３１日 

【調査事項】 １．運行系統，２．登録都道府県別配置車両数，３．年度輸送人員，４．発着都道府県別推定輸

送人員 

※ 

【調査票名】 ２－旅客船旅客県間流動調査票 



 25

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５７４ 調査票承認番号（旧）０２３４５３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）旅客航路事業者（９８５社）のうち寄港地を有し，か

つ２以上の都道府県（北海道は４地区に分割）にまたがる旅客航路をもつ事業者 （抽出枠）海上

運送法に基づく旅客航路事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４５／母４５ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）前年度間 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０８月３１日 

【調査事項】 １．航路名，２．港間，３．都道府県間，４．一般旅客輸送人員，５．航送旅客輸送人員 
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【調査名】 ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

【実施機関】 厚生労働省保険局医療課 

【目 的】 ＤＰＣ導入の影響評価を行うために，中央社会保険医療協議会及び診療報酬調査専門組織ＤＰＣ評価

分科会における議論に基づき定められた，「ＤＰＣ導入の影響評価項目及び評価の視点」に従ったＤＰ

Ｃ導入の影響評価のための調査を実施し，診療内容はどうのように変化したか，医療機関の機能はどの

ように変化したか等について必要なデータを収集し，今後のＤＰＣ見直しのための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－診療録情報，２－施設調査票，３－医科保険診療以外のある症例調査票，４－包括レセプト

情報，５－診療明細情報，６－行為明細情報 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年４月） （表章）全

国 

※ 

【調査票名】 １－診療録情報 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５７５ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７０ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）７月から１２月 （実施期日）翌月２５日 

【調査事項】 平成１８年７月～１２月までの退院患者に係る診療録情報 

※ 

【調査票名】 ２－施設調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５７６ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７０ （配布）オンライン （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 平成１８年４月～１２月までの病棟種類別病床数，入院基本料加算等 

※ 

【調査票名】 ３－医科保険診療以外のある症例調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５７７ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７０ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）７月から１２月 （実施期日）翌月２５日 

【調査事項】 平成１８年７月～１２月までの退院患者に係る医科保険診療以外のある症例 

※ 

【調査票名】 ４－包括レセプト情報 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５７８ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７０ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 平成１８年４月から１２月までのレセプトからのデータ 
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※ 

【調査票名】 ５－診療明細情報 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５７９ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７０ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 平成１８年４月から１２月までのレセプトからのデータ 

※ 

【調査票名】 ６－行為明細情報 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５８０ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７０ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 平成１８年４月から１２月までのレセプトからのデータ 
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【調査名】 青果物・花き集出荷機構調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 青果物・花きの流通の中で重要な役割を果たしている集出荷段階の施設や集出荷の状況など，集出荷

における流通機能を明らかにし，産地育成対策及び流通改善対策等の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－青果物・花き集出荷機構調査票（青果物用），２－青果物・花き集出荷機構調査票（花き

用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月下旬） （表

章）全国，都道府県 

【経 費】 ２９，０３１ 

※ 

【調査票名】 １－青果物・花き集出荷機構調査票（青果物用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５８１ 調査票承認番号（旧）０２２６７５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）青果物の集出荷団体，集出荷業者，産地集荷市場 

（抽出枠）野菜調査集出荷団体等名簿，果樹調査集出荷団体等名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び有意抽出 （客体数）４，７６０ （配布）郵送 （取集）併用 （記入）自

計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→同センター→調査員

→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年９月１日～０９月３０日 

【調査事項】 １．集出荷団体等の概要（組織区分，所属団体名又は氏名，電話番号等），２．施設等の状況

（集荷場の箇所数，選別場の箇所数，貯蔵施設の種類別の数，加工施設の種類別の箇所数，情報提

供の状況），３．集出荷の状況（品目又は種別）（出荷量，出荷先別出荷割合，出荷形態別割合，

選別の方法，選別の区分） 

※ 

【調査票名】 ２－青果物・花き集出荷機構調査票（花き用） 
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【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５８２ 調査票承認番号（旧）０２１７５１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）花きの集出荷団体，集出荷業者，産地集荷市場，多量

出荷農家等（多量出荷農家，協業経営体，会社） （抽出枠）花き調査集出荷団体等名簿（集出荷

団体用），花き調査集出荷団体 

【調査方法】 （選定）全数及び有意抽出 （客体数）３，５７０ （配布）郵送 （取集）併用 （記入）自

計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→同センター→調査員

→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年９月１日～０９月３０日 

【調査事項】 １．集出荷団体等の概要（組織区分，所属団体名又は氏名，電話番号等），２．施設等の状況

（集荷場の箇所数，貯蔵施設の棟数，選花機の台数，梱包機の台数，花束加工機の台数，日持ち試

験室の室数，輸送コンテナ台数，情報提供の状況，貯蔵施設の利用割合），３．集出荷の状況（品

目又は種別）（出荷量，出荷先別出荷割合，選別の方法，貯蔵施設利用割合（切り花），出荷別状

態割合，出荷規格割合） 
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【調査名】 環境にやさしい企業行動調査 

【実施機関】 環境省総合環境政策局環境経済課 

【目 的】 企業における環境配慮の取組に関する取組や意識について把握することにより，企業における環境配

慮の取組を促進するための施策を検討・実施するための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，平成３年度から毎年実施されていたが，環境省では，意識調査に該当するものであり，統

計報告調整法（昭和２７年法律第１４８号）に定める統計報告の徴集には該当しない調査であると認識

し，承認申請を行わずに実施していた。しかしながら，意識に係る事項を把握しているほか，企業にお

ける取組などの実態についても把握しているため，当方から，本調査は，統計報告の徴集に該当するも

のであることを指摘した結果，環境省は平成１６年度に承認申請を行ったところであり，今回は前回調

査に引き続き，平成１７年度末の企業の実態を把握したいとして申請しているものである。 

【調査の構成】 １－環境にやさしい企業行動に関するアンケート調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年９月） 

（表章）全国 

【経 費】 ５，０００ 

※ 

【調査票名】 １－環境にやさしい企業行動に関するアンケート調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５８３ 調査票承認番号（旧）０２６０５９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）東京，大阪及び名古屋証券取引所１部及び２部上場企業

並びに従業員５００人以上の非上場企業・団体。 （抽出枠）「ＣＯＳＭＯＳ２（企業概要ファイ

ル）」株式会社帝国データバンク 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，４００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系統）環境省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０８月１日 

【調査事項】 １．組織の概要，２．環境に関する考え方，３．環境マネジメントシステム等の監査，認証等，
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４．子会社，取引先との関係，５．環境会計，６．企業の社会的責任（ＣＳＲ），７．環境及びＣ

ＳＲ等に関する情報開示，コミュニケーション，８．環境ビジネス，９．地球温暖化防止対策 
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【調査名】 北海道法人企業投資状況調査 

【実施機関】 国土交通省北海道局参事官 

【目 的】 北海道に本社，支店，工場等の事業所を有する法人企業（民間）の北海道内における投資（資本形

成）の実態を把握して，地域の経済動向を分析するとともに，北海道総合開発計画の立案とその効果的

な推進を図るための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，北海道における開発事業を中心とする政府投資と民間投資との関係を明らかにして北海道

総合開発計画の遂行に資するとともに，開発計画策定に当たっての資金計画等に使用することを目的

に，昭和３３年度に開始されたものであり，以後毎年実施されている。 

【調査の構成】 １－北海道法人企業投資状況調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）ＨＰ（調査実施年度１２月速報公表）， ＨＰ及び刊

行物（調査実施翌年度１１月確報公表） （表章）都道府県 

【経 費】 ３，８８０ 

※ 

【調査票名】 １－北海道法人企業投資状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５８４ 調査票承認番号（旧）０２３４４４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）北海道に本社，支店，工場等の事業所を有する法人企業 

（抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，５００／母１１０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系統）国土交通省北海道開発局開発監理部開発

計画課→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月中旬～９月中旬 

【調査事項】 １．北海道内におけるたな卸資産，２．北海道内における有形固定資産（新規取得額），３．北

海道内における減価償却実施額，４．北海道内における主要業種，５．資本金等の額，６．北海道

内に勤務する従業員数 
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【調査名】 国際航空旅客動態調査 

【実施機関】 国土交通省航空局飛行場部計画課 

【目 的】 国際航空旅客の個人属性・国内流動・国際流動・アクセス交通機関及び空港選択理由等を把握し，国

際航空旅客の総合的な動態を捉え，国際航空旅客の需要動向予測，空港アクセス手段の分析等のための

基礎資料を得る． 

【沿 革】 本調査は，昭和６２年から平成１５年までは２年周期で，また，平成１６年以降においては毎年実施

している。 

【調査の構成】 １－国際航空旅客動態調査票（日本人旅客用），２－国際航空旅客動態調査票（外国人旅客

用），３－国際航空旅客動態調査票（通過・乗換旅客用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年度末） 

（表章）全国 

【経 費】 ６０，０００ 

※ 

【調査票名】 １－国際航空旅客動態調査票（日本人旅客用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５８５ 調査票承認番号（旧）０２６１４８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）国際線定期便が就航する国内２６空港・飛行場及び東京

国際空港から出国する日本人（ただし，就学以前の幼児は除く） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，６００／母６５９，０００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省航空局→民間調査機関→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月及び１１月の期間 

【調査事項】 １．居住地，２．性別，３．年齢，４．職業，５．旅行目的，６．旅行形態，７．アクセス交通

手段，８．出発地，９．アクセス所要時間，１０．空港選択理由，１１．旅行行程，１２．年収 

※ 
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【調査票名】 ２－国際航空旅客動態調査票（外国人旅客用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５８６ 調査票承認番号（旧）０２６１４９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）国際線定期便が就航する国内２６空港・飛行場及び東京

国際空港から出国する外国人（ただし，就学以前の幼児は除く） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，９６０／母２６８，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省航空局→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月及び１１月の期間 

【調査事項】 １．便名，２．国籍，３．性別，４．年齢，５．職業，６．訪問の目的，７．旅行形態，８．滞

在日数，９．到着空港，１０．入国空港，１１．旅行行程，１２．日本での訪問地，１３．アクセ

ス交通手段，１４．最終訪問国，１５．旅行日数，１６．訪問国数，１７．空港選択理由，１８．

年収 

※ 

【調査票名】 ３－国際航空旅客動態調査票（通過・乗換旅客用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５８７ 調査票承認番号（旧）０２６１５０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）成田国際空港・関西国際空港・中部国際空港を経由する

通過・乗換旅客（ただし，就学以前の幼児は除く） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，６２０／母１５０，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省航空局→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月及び１１月の期間 

【調査事項】 １．国籍，２．性別，３．年齢，４．職業，５．旅行目的，６．旅行形態，７．旅行行程，８．

到着フライト名，９．出国先，１０．出発フライト名，１１．トランジット理由，１２．経由空港 
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【調査名】 転職者実態調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課 

【目 的】 事業所における転職者採用の状況，今後の予定等を把握することによって，円滑な労働移動を促進

し，労働力需給のミスマッチの解消を図るための雇用対策に資する。 

【調査の構成】 １－転職者実態調査（事業所票），２－転職者実態調査（個人票） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）調査実施後１年以内に結果概況を公表し，その後「調

査結果報告書」作成 （表章）全国 

【経 費】 ４３，２４０ 

※ 

【調査票名】 １－転職者実態調査（事業所票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５８８ 調査票承認番号（旧）０２１１３３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道

業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福

祉，教育，学習支援業，複合サービス事業及びサービス業（他に分類されないもの）に属する常用

労働者３０人以上を雇用する民営事業所 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７００／母２，４７０，０００ （配布）郵送 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）平成１８年９月１日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統計情

報部→都道府県労働局→公共職業安定所→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年９月１日～１５日 

【調査事項】 １．事業所の属性（１）主な事業の内容，（２）企業全体の常用労働者規模，（３）性別，全常

用労働者数，一般正社員数，転職者数，２．一般正社員の転職者の状況（１）性別，職業別，年齢

階級別一般正社員の転職者数，（２）職業別一般正社員の転職者の採用理由，（３）一般正社員の

転職者の募集方法，（４）一般正社員の転職者の処遇決定の際に考慮した事項，（５）一般正社員

の転職者の採用の際の問題点，（６）一般正社員の転職者への教育訓練（研修）の実施の有無，
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３．今後３年間の一般正社員の転職者の採用予定及び理由，４．行政に望むこと 

※ 

【調査票名】 ２－転職者実態調査（個人票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５８９ 調査票承認番号（旧）０２１１３４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，

情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業，複合サービス事業及びサービス業（他に分類されないもの）に属する常用労働者

３０人以上を雇用する民営事業所に就業している転職者 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計

調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，８００ （配布）調査員 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１８年９月１日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報部→都道府県労働局→

公共職業安定所→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年９月１６日～３０日 

【調査事項】 １．個人の属性（１）性，（２）年齢階級，（３）最終学歴，（４）配偶者の有無，（５）扶養

家族の有無，（６）転居の有無，（７）転職回数，２．前の会社及び今の会社における仕事の状況

について（１）前の会社及び今の会社での仕事の内容，（２）前の会社及び今の会社での役職，

（３）前の会社での雇用形態，（４）前の会社での就業期間，（５）今の会社へ転職したことによ

る労働条件（賃金・労働時間）の変化，，３．離職理由，４．転職について（１）今の会社へ就職

するための求職活動，，（２）転職するに当たっての準備活動及び教育訓練給付制度利用の有無，

（３）転職活動期間，（４）今の会社を選んだ理由，（５）これまでの就業経験の活用の程度，

（６）今の会社の満足度及びその理由，５．転職に必要な支援 
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【調査名】 社会福祉施設等調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 全国の社会福祉施設等の数，在所者，従事者の状況等を把握して社会福祉行政推進のための基礎資料

を得るとともに，社会福祉施設等名簿を作成する。 

【沿 革】 本調査は，昭和３１年以降毎年実施されている。調査期日は，昭和４６年までは１２月３１日現在で

実施されてきたが，昭和４７年以降は１０月１日現在に変更された。昭和６０年から調査内容を充実さ

せるため，６０年を初年とし，以後３年に１回精密調査，その間の年は簡易調査を実施している。ま

た，平成２年からは，老人福祉施設の入所者及び従事者の実態を把握するため，個票による調査を実施

してきている。（平成６年から簡易調査年にのみ実施） 

【調査の構成】 １－保護施設調査票，２－老人福祉施設等調査票，３－障害者支援施設（更生施設）調査票，４

－障害者支援施設等（授産施設）調査票，５－児童福祉施設調査票，６－保育所調査票，７－利用

施設等調査票，８－障害福祉サービス事業所票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「社会福祉施設等調査の概況」（平成１９年９月），

「社会福祉施設等調査報告」（平成２０年３月） （表章）全国 

【経 費】 ６５，５４３ 

※ 

【調査票名】 １－保護施設調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５９０ 調査票承認番号（旧）０２３４０１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）生活保護法による保護施設の一部及び売春防止法によ

る婦人保護施設 （抽出枠）社会福祉施設等名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握

時）平成１８年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所

→報告者（社会福祉施設等管理者） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１８年１０月１５日 
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【調査事項】 １．法人名，２．施設名，３．施設の所在地・郵便番号・電話番号，４．施設の種類，５．設

置・経営主体，６．認可・届出・設置年月，７．建築延面積，８．居室数・延床面積，９．併設施

設の状況，１０．外部委託の状況，１１．介護機器の導入状況，１２．ボランティアとの連携状

況，１３．介護実習生の受入れ状況，１４．在所者の状況，１５．従事者の状況 

※ 

【調査票名】 ２－老人福祉施設等調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５９１ 調査票承認番号（旧）０２３４０２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）老人福祉法による老人福祉施設の一部及び有料老人ホ

ーム （抽出枠）社会福祉施設等名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，５００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）平成１８年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務

所→報告者（社会福祉施設等管理者） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１８年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名，２．施設名，３．施設の所在地・郵便番号・電話番号，４．施設の種類，５．設

置・経営主体，６．認可・届出・設置年月，７．建築延面積，８．居室数・延床面積，９．併設施

設の状況，１０．外部委託の状況，１１．介護機器の導入状況，１２．ボランティアとの連携状

況，１３．介護実習生の受入れ状況，１４．介護保険法による事業等の指定状況，１５．医療機関

との協力状況，１６．所在者の状況，１７．従事者の状況 

※ 

【調査票名】 ３－障害者支援施設（更生施設）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５９２ 調査票承認番号（旧）０２３４０３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）障害者自立支援法による障害者支援施設等の一部 
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（抽出枠）社会福祉施設等名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，７００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）平成１８年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所

→報告者（社会福祉施設等管理者），厚生労働省→報告者（国立福祉施設管理者） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１８年１１月１５日 

【調査事項】 １．法人名，２．施設名，３．施設の所在地・郵便番号・電話番号，４．施設の種類，５．設

置・経営主体，６．認可・届出・設置年月，７．建築延面積，８．居室数・延床面積，９．併設施

設の状況，１０．外部委託の状況，１１．介護機器の導入状況，１２．ボランティアとの連携状

況，１３．介護実習生の受入れ状況，１４．医療機関との協力状況，１５．所在者の状況，１６．

従事者の状況 

※ 

【調査票名】 ４－障害者支援施設等（授産施設）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５９３ 調査票承認番号（旧）０２３４０６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）障害者自立支援法による障害者支援施設等の一部 

（抽出枠）社会福祉施設等名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，６００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）平成１８年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務

所→報告者（社会福祉施設等管理者） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１８年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名，２．施設名，３．施設の所在地・郵便番号・電話番号，４．施設の種類，５．設

置・経営主体，６．認可・届出・設置年月，７．建築延面積，８．居室数・延床面積，９．併設施

設の状況，１０．外部委託の状況，１１．介護機器の導入状況，１２．ボランティアとの連携状

況，１３．介護実習生の受入れ状況，１４．所在者の状況，１５．従事者の状況 

※ 
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【調査票名】 ５－児童福祉施設調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５９４ 調査票承認番号（旧）０２３４０４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）児童福祉法による児童福祉施設の一部 （抽出枠）社

会福祉施設等名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）平成１８年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所

→報告者（社会福祉施設等管理者），厚生労働省→報告者（国立福祉施設管理者） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１８年１１月１５日 

【調査事項】 １．法人名，２．施設名，３．施設の所在地・郵便番号・電話番号，４．施設の種類，５．設

置・経営主体，６．認可・届出・設置年月，７．建築延面積，８．居室数・延床面積，９．併設施

設の状況，１０．外部委託の状況，１１．介護機器の導入状況，１２．ボランティアとの連携状

況，１３．介護実習生の受入れ状況，１４．所在者の状況，１５．従事者の状況 

※ 

【調査票名】 ６－保育所調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５９５ 調査票承認番号（旧）０２３４０５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）保育所及びへき地保育所 （抽出枠）社会福祉施設等

名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２３，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）平成１８年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉

事務所→報告者（社会福祉施設等管理者） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１８年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名，２．施設名，３．活動の状況，４．施設の所在地・郵便番号・電話番号，５．設
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置・経営主体，６．認可・届出・設置年月，７．建築延面積，８．開所時間，９．定員，１０．併

設の状況，１１．福祉職俸給表に準じた給与体系の導入状況，１２．育児相談の実施状況，１３．

障害児保育・休日保育・一時保育・特定保育の実施の有無，１４．分園の有無・分園数，１５．在

所児数，１６．年齢別在所児数，１７．職種別常勤ー非常勤別従事者数，１８．経験年数・職種別

常勤従事者数，１９．苦情解決のための取組状況 

※ 

【調査票名】 ７－利用施設等調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５９６ 調査票承認番号（旧）０２３４０７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）本調査における他の調査票の属性的範囲に含まれない

社会福祉施設等（生活保護法による保護施設，老人福祉法による老人福祉施設，障害者自立支援法

による障害者支援施設等，身体障害者福祉法による社会参加支援施設，児童福祉施設による児童福

祉施設，母子及び寡婦福祉法による母子福祉施設等） （抽出枠）社会福祉施設等名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２９，０００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）平成１８年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所

→報告者（社会福祉施設等管理者），厚生労働省→報告者（国立福祉施設管理者） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１８年１１月１５日 

【調査事項】 １．法人名，２．施設名，３．活動の状況，４．施設の所在地・郵便番号・電話番号，５．設

置・経営主体，６．認可・届出・設置年月，７．建築延面積，８．定員，９．在所者数，１０．在

所期間別退所者数，１１．介護機器等の導入状況，１２．介護保険法による居宅サービス事業者の

指定状況 

※ 

【調査票名】 ８－障害福祉サービス事業所票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５９７ 調査票承認番号（旧）０２６０９３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）障害者自立支援法による障害福祉サービス事業所等 

（抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０，０００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）平成１８年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→報告者（障害福祉サービス事業所），厚生

労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所→報告者（障害福祉サービス事務所） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年１１月１５日 

【調査事項】 １．法人名，２．事業所名，３．事業所の所在地・郵便番号・電話番号，４．障害福祉サービス

の種類，５．事業開始年月，６．経営主体，７．活動状況，８．併設の状況，９．苦情解決のため

の取組状況，１０．介護保険法による指定状況，１１．サービスの提供状況，１２．職種別常勤ー

非常勤別従事者数 
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【調査名】 資本財販売先調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部経済解析室 

【目 的】 平成１７年産業連関表の付帯表「固定資本マトリックス」を作成するための基礎資料を得る 

【沿 革】 本調査は，昭和５０年（１９７５年）産業連関表作成に当たって実施されて以来，５年ごとに実施さ

れており，今回が第７回目の調査に当たる。 

 昭和４５年表以前においては，旧経済企画庁が昭和３０年，３５年，４０年及び４５年に実施してい

た国富調査の結果を利用して資本財の産出推計及び固定資本マトリックスを作成することが可能であっ

たが，同調査が昭和４５年を最後に中止されてからは，本調査を実施されている。なお，国富調査が購

入者側から把握した統計であったのに対し，本調査は資本財の製造（又は販売）者側を対象として調査

票は設計され，今回に至っている。 

【調査の構成】 １－資本財販売先調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない 

※ 

【調査票名】 １－資本財販売先調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５９８ 調査票承認番号（旧）０２２４８０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）経済産業省生産動態統計調査及び工業統計調査で掌握

している事業所のうち，「資本財販売先調査対象品目表」に掲げる品目を製造している事業所並び

に一部品目に関し商業統計調査で掌握している販売事業所 （抽出枠）経済産業省生産動態統計調

査対象名簿，工業統計準備調査名簿及び商業準備調査名簿の一部 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／母７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）経済産業省→民間調査

機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１０月３１日 

【調査事項】 １．販売高（年間販売高計，年間販売高計のうち輸入，国内設備投資向け販売高，建設投資向け
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販売高，原材料向け販売高，消費者向け販売高及び輸出向け販売高），２．国内設備投資向け販売

高の産業別内訳， 
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【調査名】 学術情報基盤実態調査 

【実施機関】 文部科学省研究振興局情報課 

【目 的】 大学における学術情報基盤の実情を具体的に把握し，将来における関係諸施策推進に関する基礎資料

を得る。 

【沿 革】 昭和４１年より大学図書館実態調査として毎年実施されていた。平成１７年調査から，従来の大学図

書館実態調査を中央図書館記入用と分館及び部局図書館・室記入用に分割し，コンピュータ及びネット

ワーク編調査票を追加したことにより，現行名称に変更している。 

【調査の構成】 １－大学図書館編調査票（中央図書館記入用），２－大学図書館編調査票（分館及び部局図書

館・室記入用），３－コンピュータ及びネットワーク編調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「学術情報基盤実態調査結果報告」（毎年３月） 

（表章）全国 

【経 費】 ２８６ 

※ 

【調査票名】 １－大学図書館編調査票（中央図書館記入用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月３１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６５９９ 調査票承認番号（旧）０２３４０９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）図書館 （属性）国公私立の大学 （抽出枠）全国大学一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）５月１日現在 （系統）文部科学省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年９月 

【調査事項】 １．総括事項，（１）大学規模，（２）図書館・室数，（３）大学総経費，２．個別事項，

（１）図書館・室の職員数，（２）施設（用途別面積，閲覧座席数，書架収容力），（３）蔵書数

（図書，雑誌，その他（学位論文，科学研究費研究成果報告書冊数，電子ジャーナル）），（４）

図書・雑誌受入数（図書受入数，雑誌受入数），（５）視聴覚資料・機器数（視聴覚資料所蔵数，

視聴覚機器保有台数），（６）サービス状況（開館状況，館外貸出冊数，参考業務利用件数，文献
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複写件数，図書館間相互協力），（７）経費（図書館資料費，図書館・室運営費），（８）外部委

託業務，（９）図書館の公開（学外者の利用状況），（１０）電子図書館的機能（コンピュータの

導入，端末利用目的及び台数，目録所在情報の電子化，図書館のホームページの開設，図書館ホー

ムページでのサービスの提供，ＣＤ－ＲＯＭ・ＤＶＤーＲＯＭによるサービスの提供及びタイトル

数） 

※ 

【調査票名】 ２－大学図書館編調査票（分館及び部局図書館・室記入用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月３１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６００ 調査票承認番号（旧）０２３４０９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）図書館 （属性）国公私立の大学 （抽出枠）全国大学一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２００ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）５月１日現在 （系統）文部科学省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年９月 

【調査事項】 １．総括事項，（１）大学規模，（２）図書館・室数，（３）大学総経費，２．個別事項，

（１）図書館・室の職員数，（２）施設（用途別面積，閲覧座席数，書架収容力），（３）蔵書数

（図書，雑誌，その他（学位論文，科学研究費研究成果報告書冊数，電子ジャーナル）），（４）

図書・雑誌受入数（図書受入数，雑誌受入数），（５）視聴覚資料・機器数（視聴覚資料所蔵数，

視聴覚機器保有台数），（６）サービス状況（開館状況，館外貸出冊数，参考業務利用件数，文献

複写件数，図書館間相互協力），（７）経費（図書館資料費，図書館・室運営費） 

※ 

【調査票名】 ３－コンピュータ及びネットワーク編調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年０７月３１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６０１ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国公私立の大学 （抽出枠）全国大学一覧 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）５月１日現在 （系統）文部科学省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年９月 

【調査事項】 １．組織・運営体制，２．学内ＬＡＮの整備状況，３．ネットワーク装置等整備状況，４．教育

への活用（情報リテラシー教育，遠隔教育），５．セキュリティ，６．高速計算機（導入状況，導

入予定），７．経費，８．課題（組織，経費，設備，運営） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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（１） 新規 

【調査名】 新宮市就労実態アンケート調査 

【実施機関】 新宮市総務部人権啓発課 

【目 的】 新宮市における就労の状況を具体的に把握し，それぞれが抱える人権課題や働くことの意義や自分の

適性などが見つけられず，雇用・就労ができない人を支援し，雇用・就労に結びつける。 

【調査の構成】 １－新宮市就労実態アンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）新宮市ナビゲート計画で公表（平成１８年

１０月） （表章）市区町村 

【経 費】 １，１２１ 

※ 

【調査票名】 １－新宮市就労実態アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０３９ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）旧新宮市内に存在する１８歳以上３５歳未満の男女２，０００人を無作為抽出 （単

位）個人 （属性）全世帯の１８歳以上３５歳未満 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母２３，０２９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）新宮市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年８月１日～２５日 

【調査事項】 １．回答者の基本属性，２．資格等の有無，３．就労の状況，４．今後の就労意向，５．就労の

考え方，６．働くことができない・雇用されない理由，７．就労支援について，８．就労の取り組

みについて 
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【調査名】 労働事情調査 

【実施機関】 八尾市市民産業部産業振興課 

【目 的】 本調査は，八尾市内事業所を対象に，事業所に働く労働者を就業形態別に労働時間，休日休暇，雇用

延長等の労働条件等，及び障害者・外国人・女性などの就労者別労働環境の実態を把握し，労働行政推

進のための基礎資料とする他，調査結果を市内事業所へ情報発信することにより，事業所内での労働条

件改善に役立てるものとする。 

【調査の構成】 １－労働事情調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月末

日） （表章）市区町村 

【経 費】 １，３５０ 

※ 

【調査票名】 １－労働事情調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４０ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）八尾市全域 （単位）事業所 （属性）大阪府八尾市内２，０００事業所（日本標準産

業分類のうち，①建設業，②製造業，③情報通信業，④運輸業，⑤卸売・小売業，⑥金融・保険

業，⑦不動産業，⑧飲食店，宿泊業，⑨医療，福祉，⑩教育，学習支援業，⑪複合サービス業，⑫

サービス業の１２産業について，属化抽出を行う） （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査

調査区別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母１２，９６５ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年７月３１日現在 （系統）八尾市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１８年７月３１日～０８月３１日 

【調査事項】 １．事業所概要，２．事業所の現況，３．労働時間，４．休日休暇制度，５．雇用延長，６．障

害者，ひとりの親家庭の親，外国人の雇用状況，７．女性常用労働者について 
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【調査名】 地域経済構造分析調査 

【実施機関】 島根県政策企画局政策企画監 

【目 的】 島根県圏域間における移輸出，移輸入を把握し，島根県圏域別産業連関表の精度を高めるための基礎

資料を得る 

【調査の構成】 １－製造業向け調査票，２－建設業向け調査票，３－サービス業向け調査票，４－農業法人向け

調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）３月下旬 調査結果報告書作成 

【経 費】 ７，７１８ 

※ 

【調査票名】 １－製造業向け調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）松江圏域，出雲圏域，雲南圏域，大田圏域，益田圏域，計５圏域 （単位）事業所 

（属性）製造業を営む従業員１０人以上の事業所 （抽出枠）委託先（テクノプロジェクト）が収

集する企業名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１年間（最新の決算時

点） （系統）島根県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年７月３１日 

【調査事項】 １．製造品の出荷額，製造品出荷先地域別内訳，２．加工賃収入額，発注元地域別内訳，３．原

材料・製造品仕入額，仕入先地域別内訳，４．サービス業への支出額，支出先地域別内訳，５．生

産の外注額，発注先地域別内訳，６．設備投資額，発注先地域別内訳，７．その他（経済情勢等ア

ンケート項目） 

※ 

【調査票名】 ２－建設業向け調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４１ 受理番号（旧）００００００ 
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【調査対象】 （地域）松江圏域，出雲圏域，雲南圏域，大田圏域，益田圏域，計５圏域 （単位）事業所 

（属性）建設業を営む従業員５人以上の企業 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１年間（最新の決算時

点） （系統）島根県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年７月３１日 

【調査事項】 １．工事受注額，受注地域別内訳，２．工事外注額，外注先地域別内訳，３．資材・材料等仕入

額，仕入先地域別内訳，４．サービス業への支出額，支出先地域別内訳，５．設備投資額，発注先

地域別内訳，６．その他（経済情勢等アンケート項目）， 

※ 

【調査票名】 ３－サービス業向け調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）松江圏域，出雲圏域，雲南圏域，大田圏域，益田圏域，計５圏域 （単位）事業所 

（属性）サービス業を営む従業員５人以上の企業 （抽出枠）委託先（テクノプロジェクト）が収

集する企業名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１年間（最新の決算時

点） （系統）島根県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年７月３１日 

【調査事項】 １．売上額，売上地域別内訳，２．宿泊者の延べ人数及び観光客の内数，観光客宿泊者の宿泊日

数（宿泊業のみ），３．売上額のうち、観光客に対するものの割合（飲食店のみ），４．材料・製

品仕入額，仕入先地域別内訳，５．サービス業への支出額，支出先地域別内訳，６．設備投資額，

発注先地域別内訳，７．その他（経済情勢等アンケート項目）， 

※ 

【調査票名】 ４－農業法人向け調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４１ 受理番号（旧）００００００ 
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【調査対象】 （地域）松江圏域，出雲圏域，雲南圏域，大田圏域，益田圏域，計５圏域 （単位）事業所 

（属性）従業員５人以上の農業法人 （抽出枠）委託先（テクノプロジェクト）が収集する企業名

簿 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１年間（最新の決算時

点） （系統）島根県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年７月３１日 

【調査事項】 １．出荷額，出荷先地域別内訳，２．資材・肥料・飼料等仕入額，仕入先地域別内訳，３．サー

ビス業への支出額，支出先地域別内訳，４．設備投資額，発注先地域別内訳，５．その他（経済情

勢等アンケート項目） 
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【調査名】 自治協議会・自治会等アンケート 

【実施機関】 福岡市市民局コミュニティ推進部コミュニティ推進課 

【目 的】 今後のコミュニティ支援施策のあり方を検討するにあたり，地域の現状を把握する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－自治協議会等アンケート調査票，２－自治会・町内会アンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・手集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページ（平成

１８年末） （表章）市区町村 

【経 費】 ２，４００ 

※ 

【調査票名】 １－自治協議会等アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４２ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）自治協議会 （属性）自治協議会等会長 （抽出枠）自治協議会

会長名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４７ （配布）市職員 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

調査日現在 （系統）福岡市→市職員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年８月３１日まで 

【調査事項】 １．自治協議会等の会長について，２．自治協議会等の運営について，３．自治協議会等の活動

について，４．市の施策について，５．会長自身について，６．自治協議会設立後の状況につい

て，７．自治協議会への補助金について，８．市の地域に関する施策全般について 

※ 

【調査票名】 ２－自治会・町内会アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４２ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）自治会・町内会会長 （属性）自治会・町内会会長 （抽出枠）

自治協議会会長名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，３００ （配布）市職員 （取集）郵送 （記入）自計 （把握
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時）調査日現在 （系統）福岡市→市職員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年８月３１日まで 

【調査事項】 １．自治会・町内会の会長について，２．自治会・町内会の運営について，３．自治会・町内会

の活動について，４．集会施設について，５．市の施策について，６．会長自身について 
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【調査名】 健康と生活習慣に関するアンケート調査 

【実施機関】 山形市健康福祉部健康課 

【目 的】 健康づくり計画「健康づくり山形２１」における中間評価として実施。 

【調査の構成】 １－健康と生活習慣に関するアンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「健康づくり山形２１中間評価報告」（平成１９年１

月） （表章）市区町村 

【経 費】 ６３８ 

※ 

【調査票名】 １－健康と生活習慣に関するアンケート調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４３ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）山形市全域 （単位）個人 （属性）山形市に居住する２０歳以上の男女 （抽出枠）

住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／母２０５，５１５ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）山形市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年８月３１日まで（予定） 

【調査事項】 １．食習慣について，（１）朝食の摂取状況，（２）食生活について等，２．運動習慣や外出状

況について，（１）運動状況，（２）運動の頻度，（３）外出の頻度，（４）地域活動への参加の

有無等，３．飲酒について，（１）飲酒の有無，（２）飲酒量等，４．睡眠やストレスについて，

（１）睡眠状況，（２）ストレスの有無等 
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【調査名】 市民一万人アンケート 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局広聴課 

【目 的】 神戸市民の意識や要望を把握し，今後の市政運営の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－市民一万人アンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）未定 （表章）市区町村 

【経 費】 ５，０００ 

※ 

【調査票名】 １－市民一万人アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４４ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （抽出枠）住民基本台帳，外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／母１，２６６，１９８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）（予定） 

【調査事項】 １．健康づくりについて，（１）健康状態について，（２）健康のために実施していること，

（３）食事について等，２．食育について，（１）食育として重要なこと，（２）食育を進める上

で効果的なこと等，３．みちづくりについて，（１）バリアフリー対策，（２）駐輪場について，

（３）街灯，歩道橋について等，４．神戸市の施策や事業について，（１）市の発信する情報を得

る手段，（２）市の実施する施策や事業の評価等 
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【調査名】 工場集積地実態調査 

【実施機関】 大阪市経済局産業振興部都市産業課 

【目 的】 大阪市内の主要な工場集積地の実態を把握し，時代やニーズに合わせた，中小製造業に対するより新

たな振興施策を企画・立案するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－工場集積地実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月末） 

（表章）市区町村 

【経 費】 ２２，０００ 

※ 

【調査票名】 １－工場集積地実態調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４５ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）大阪市城東区，東成区，生野区，平野区 （単位）事業所 （属性）従業員４人以上の

製造業事業所 （抽出枠）平成１６年工業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，４０７／母３，４０７ （配布）郵送 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）平成１８年４月１日現在 （系統）大阪市→民間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年７月３１日～１２月３１日 

【調査事項】 １．事業所の概要について，２．事業所単位での売上状況について，３．事業所単位での生産・

加工，営業活動について，４．外部とのネットワークについて，５．技能継承・人材育成につい

て，６．新分野への関心について，７．事業所単位での操業環境について，８．企業としての事業

展開等の方針について，９．事業所単位での立地に関する今後の方向性について，１０．大阪市広

報媒体・各種施策の認知度，利用状況について，１１．製造業支援関連施設について 
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【調査名】 児童・生徒のたばこに関する実態調査 

【実施機関】 神奈川県三崎保健福祉事務所保健福祉課 

【目 的】 三浦市の小・中学生を対象として，児童・生徒に対してたばこに関する実態調査を行い，地域・家

庭・学校等で効果的な禁煙教育や喫煙しにくい環境づくりがおこなえるよう，その基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－小学生用，２－中学生用 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年１１月） （表章）

都道府県・市区町村 

【経 費】 ３００ 

※ 

【調査票名】 １－小学生用 

【受理年月日】 平成１８年０７月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神奈川県三浦市 （単位）個人 （属性）小学５年生・中学２年生 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９００ （配布）学校にてクラス担当教師が調査票と封書を配布 

（取集）児童生徒が調査票記入後封書に入れ，クラス担任教師が封書の回収を行う （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）神奈川県（三崎保健福祉事務所）→学校→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年９月４日～１５日 

【調査事項】 １．健康との関係の情報源，２．健康への影響，３．受動喫煙の影響，４．喫煙の有無，５．初

回喫煙時期，６．現在の喫煙状況，７．喫煙動機，８．喫煙の見聞歴，９．喫煙場所，１０．たば

この入手経路，１１．喫煙勧誘時の対応，１２．家庭内の喫煙者，１３．喘息罹患歴，１４．喘息

罹患時期 

※ 

【調査票名】 ２－中学生用 

【受理年月日】 平成１８年０７月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神奈川県三浦市 （単位）個人 （属性）小学５年生・中学２年生 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９００ （配布）学校にてクラス担当教師が調査票と封書を配布 

（取集）児童生徒が調査票記入後封書に入れ，クラス担任教師が封書の回収を行う （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）神奈川県（三浦保健福祉事務所）→学校→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年９月４日～１５日 

【調査事項】 １．健康との関係の情報源，２．健康への影響，３．受動喫煙の影響，４．喫煙の有無，５．初

回喫煙時期，６．現在の喫煙状況，７．喫煙動機，８．喫煙者の喫煙場所，９．喫煙者のたばこの

入手経路，１０．非喫煙者が見聞した喫煙場所，１１．非喫煙者が見聞したたばこの入手経路，１

２．喫煙勧誘時の対応，１３．家庭内の喫煙者，１４．喘息罹患歴，１５．喘息罹患時期 
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【調査名】 労働事情調査 

【実施機関】 吹田市市民文化部産業労働室 

【目 的】 吹田市内事業所における労働時間，定年制，障害者の雇用動向，男女雇用機会均等法などの労働条件

等を調査し，勤労者の労働条件等の労働実態を把握し，今後の労働福祉行政の参考に資する。 

【調査の構成】 １－労働事情調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（当該年度末） （表章）市区町

村 

【経 費】 ３１３ 

※ 

【調査票名】 １－労働事情調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４７ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）吹田市内 （単位）事業所 （属性）Ｅ．建設業～Ｑ．サービス業（別添のとおり，日

本標準産業分類ごとの数に応じて抽出する。） （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査の事

業所の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／母１０，７３５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年９月１日現在 （系統）吹田市→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月中旬頃 

【調査事項】 １．事業所について，２．従業員の状況について，３．パートタイマーについて，４．障害者の

雇用状況について，５．育児・介護休業制度について，６．男女雇用機会均等法関係について 
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【調査名】 沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 沖縄県土木建築部都市計画・モノレール課 

【目 的】 都市交通の実態を総合的に把握するため，中南部都市圏の人の動きについて多面的に捉え，総合的な

都市交通マスタープランの立案や交通戦略を策定するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－世帯票，２－個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」，ＨＰ掲載（平成１９

年４月以降） （表章）都道府県 

【経 費】 １３０，０００ 

※ 

【調査票名】 １－世帯票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４８ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）うるま市，沖縄市，宜野湾市，浦添市，那覇市，糸満市，豊見城市，南城市，嘉手納

町，北谷町，西原町，南風原町，与那原町，八重瀬町，読谷村，中城村，北中城村 （単位）世帯 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３２，０００／母１，０９８，０００ （配布）調査員・オン

ライン （取集）調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年１０月～１１月の平

日の１日 （系統）沖縄県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成１８年９月１９日～１１月３０日 

【調査事項】 １．世帯主との続柄，２．性別，３．年齢，４．産業，５．就業形態，６．保有運転免許，７．

自由に使える自動車，８．自動車・自転車保有台数 

※ 

【調査票名】 ２－個人票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４８ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）うるま市，沖縄市，宜野湾市，浦添市，那覇市，糸満市，豊見城市，南城市，嘉手納
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町，北谷町，西原町，南風原町，与那原町，八重瀬町，読谷村，中城村，北中城村 （単位）個人 

（属性）調査対象地域に居住する５歳以上の人 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９０，０００／母１，０９８，０００ （配布）調査員・オン

ライン （取集）調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年１０月１日現在 

（系統）沖縄県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成１８年９月１９日～１１月３０日 

【調査事項】 １．出発地の所在地，２．発施設，３．発時刻，４．到着地の所在地，５．着施設，６．着時

刻，７．目的，８．交通手段の種類と所要時間，９．運転した者，１０．乗車人数，１１．駐車場

所，１２．高速道路の利用の有無 
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【調査名】 「大阪の若者の仕事とくらし」アンケート 

【実施機関】 大阪市市民局市民生活振興部雇用・勤労施策室 

【目 的】 若年者の雇用をめぐる実態や意識を調査し，大阪市の施策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－「大阪の若者の仕事とくらし」アンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」並びにＨＰ（平成１９

年４月） （表章）市区町村 

【経 費】 ５，３００ 

※ 

【調査票名】 １－「大阪の若者の仕事とくらし」アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０４９ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）大阪市域 （単位）個人 （属性）大阪市在住の１５歳～３４歳の若年者 （抽出枠）

住民基本台帳・外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／母７０５，７８４ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）大阪市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年８月１５日～０９月５日 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．学校経験・学卒後の経験，３．現在の仕事，４．日々の暮らし，５．価

値観やライフスタイル，６．子供の頃の生活，７．現在の生活環境，８．行政の行っている取り組

み 
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【調査名】 第８期市政アドバイザー第７回意識調査 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局広聴課 

【目 的】 具体的施策や事業についての意見を求めるほか，市民生活に関する意識を把握し，市の事業や施策を

実施していく上での基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－第８期市政アドバイザー第７回意識調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）未定 （表章）市区町村 

【経 費】 ３００ 

※ 

【調査票名】 １－第８期市政アドバイザー第７回意識調査調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０５０ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）第８期市政アドバイザー （抽出枠）住民基本台

帳，外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０５０／母１，１９０，３４８ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年８月下旬 

【調査事項】 １．広報活動について，（１）広報全般について，（２）広報紙について，（３）広報テレビ番

組について，（４）神戸市のホームページについて等，２．墓地について，（１）墓地の所有状況

について，（２）墓地の必要性について，（３）墓地の所在地について等，３．神戸市の交通事業

について，（１）利用する交通手段について，（２）市バスの利用状況について，（３）市営地下

鉄の利用状況について等 



 68

（２） 変更 

【調査名】 労働実態調査 

【実施機関】 宮城県産業経済部労政・雇用対策課 

【目 的】 宮城県内の民間事業所における賃金労働時間等の実態を把握し，労務改善等の基礎資料とする。 

【沿 革】 平成９年度まで宮城県と仙台市が各々実施していた「労働実態調査」（宮城県）と「事業所基本調

査」（仙台市）を一本化し，平成１０年度から「労働実態調査」として実施する。 

【調査の構成】 １－労働実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「労働実態調査結果報告書」（毎年３月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 １，１２０ 

※ 

【調査票名】 １－労働実態調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０７３ 受理番号（旧）２０５０４２ 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に基づく，建設業，製造業，

情報・通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店・宿泊業，医療福祉，教

育・学習支援，サービス業，その他の１２産業について，従業員１０人以上の事業所 （抽出枠）

宮城県事業所名鑑（平成１６年６月１日現在） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母２０，９４５ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）宮城県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０８月１１日 

【調査事項】 １．事業所の現況，２．賃金，３．労働時間，４．雇用，５．育児・介護等支援，６．パートタ

イム労働者の諸制度の実施状況，７．ポジティブ・アクション（男女格差解消のための積極的取

組），８．経営改善 
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【調査名】 商品流通調査 

【実施機関】 宮城県企画部統計課 

【目 的】 宮城県における製造品の流通状況を把握し，平成１７年産業連関表作成のための基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－商品流通調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない 

【経 費】 ２４０ 

※ 

【調査票名】 １－商品流通調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０７４ 受理番号（旧）２０１０２５ 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）事業所 （属性）工業製品を生産している事業所 （抽出枠）経

済産業省が実施する平成１７年商品流通調査対象名簿（工業統計調査，生産動態統計調査を基に作

成）の宮城県分 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５５６／母３，８４６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）宮城県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年８月２５日 

【調査事項】 １．製造品の受入額，生産額，自工場消費額，出荷額（国内向け及び輸出向け），製品在庫の増

減，２．製造品の最終消費地域別出荷内訳， 
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【調査名】 物資流通統計調査 

【実施機関】 北九州市総務市民局情報政策室 

【目 的】 北九州市における生産活動に係る物資の流通状況を把握し，北九州市産業連関表作成のための基礎資

料を得る 

【調査の構成】 １－出荷先別製造品出荷額及び自家消費額調査票，２－購入先別原材料購入額調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）調査年度の年度末 

【経 費】 ４００ 

※ 

【調査票名】 １－出荷先別製造品出荷額及び自家消費額調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０７５ 受理番号（旧）０９６０２８ 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）事業所 （属性）工業統計調査による調査対象品目の出荷額上

位の事業所 （抽出枠）工業統計調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５００／母１，２４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）北九州市→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年８月３１日 

【調査事項】 １．製造品出荷額，自家消費額，出荷先別内訳（自家消費，北九州市内，北九州市外の国内，国

外）， 

※ 

【調査票名】 ２－購入先別原材料購入額調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０７５ 受理番号（旧）０９６０２８ 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）事業所 （属性）工業統計調査による調査対象品目の出荷額上

位の事業所 （抽出枠）工業統計調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５００／母１，２４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）北九州市→報告者 
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【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年８月３１日 

【調査事項】 １．購入総額，２．仕入先別内訳（自家生産，北九州市内，北九州市外の国内，国外），３．原

材料在庫額（期首，期末） 
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【調査名】 商品入・出荷先調査 

【実施機関】 福岡市総務企画局企画調整部統計調査課 

【目 的】 福岡市における商品の輸移出入状況を把握し，平成１７年（暦年）を対象とした福岡市産業連関表作

成のための基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－出荷調査票，２－入荷調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない 

【経 費】 ２７０ 

※ 

【調査票名】 １－出荷調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０７６ 受理番号（旧）１９６０３７ 

【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）事業所 （属性）製造業（日本標準産業分類による，）に属する

事業所 （抽出枠）平成１６年工業統計調査結果及び同調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３９０／母１，１０４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）福岡市→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年８月３１日 

【調査事項】 １．製造品出荷額，２．出荷先別内訳（自工場消費，福岡市内，福岡市外の国内，国外） 

※ 

【調査票名】 ２－入荷調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０７６ 受理番号（旧）１９６０３７ 

【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）事業所 （属性）製造業（日本標準産業分類による，）に属する

事業所 （抽出枠）平成１６年工業統計調査結果及び同調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３９０／母１，１０４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）福岡市→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年８月３１日 
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【調査事項】 １．入荷額，２．入荷先別内訳（自工場生産，福岡市内，福岡市外の国内，国外） 



 74

【調査名】 サービス業県外売上額等調査 

【実施機関】 神奈川県企画部統計課 

【目 的】 主としてサービス業の県間取引の状況等を把握し，平成１７年（２００５年）神奈川県産業連関表の

精度向上を図るための基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－サービス業県外売上額等調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない 

【経 費】 １２６ 

※ 

【調査票名】 １－サービス業県外売上額等調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０７７ 受理番号（旧）２０１０１７ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）事業所 （属性）「平成１６年事業所・企業統計調査」の産業

分類「Ｈ情報通信業」及び「Ｑサービス業（他に分類されないもの）」に該当する県内事業所のう

ち，「平成１７年（２００５年）神奈川県産業連関表作成のための特別調査」に掲げる業種 （抽

出枠）平成１６年事業所・企業統計調査調査区別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，５４８／母１６，５２９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）神奈川県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年８月３１日 

【調査事項】 年間売上額の地域別内訳 
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【調査名】 研究機関に関する調査 

【実施機関】 神奈川県企画部統計課 

【目 的】 神奈川県内に所在する研究機関の生産活動及び神奈川県間取引の状況等を把握し，平成１７年（２０

０５年）神奈川県産業連関表の精度向上を図るための基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－企業内研究機関，２－一般企業研究機関，３－国公立・独立行政法人・公益法人研究機関 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない 

【経 費】 １２６ 

※ 

【調査票名】 １－企業内研究機関 

【受理年月日】 平成１８年０７月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０７８ 受理番号（旧）２０１０１９ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）事業所 （属性）「全国試験研究機関名鑑」等により把握でき

る事業所 （抽出枠）「全国試験研究機関名鑑」等 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日か

ら同年１２月３１日 （系統）神奈川県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年８月３１日 

【調査事項】 １．従業者数の内訳，２．研究に要した費用総額，３．委託研究費総額，４．受託研究に伴う収

入額の内訳，５．研究費予算に占める受託研究収入の割合， 

※ 

【調査票名】 ２－一般企業研究機関 

【受理年月日】 平成１８年０７月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０７８ 受理番号（旧）２０１０１９ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）事業所 （属性）「全国試験研究機関名鑑」等により把握でき

る事業所 （抽出枠）「全国試験研究機関名鑑」等 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日か

ら同年１２月３１日 （系統）神奈川県→報告者 



 76

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年８月３１日 

【調査事項】 １．従業者数の内訳，２．研究に伴う売上総額及び受託研究に伴う売上額の内訳，３．委託研究

費総額， 

※ 

【調査票名】 ３－国公立・独立行政法人・公益法人研究機関 

【受理年月日】 平成１８年０７月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０７８ 受理番号（旧）２０１０１９ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）事業所 （属性）「全国試験研究機関名鑑」等により把握でき

る事業所 （抽出枠）「全国試験研究機関名鑑」等 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日か

ら同年１２月３１日 （系統）神奈川県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年８月３１日 

【調査事項】 １．従業者数の内訳，２．研究に要した歳出・費用総額，３．受託研究に伴う歳入・収入額の内

訳，４．委託研究費総額， 
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【調査名】 衛生行政報告例 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 衛生関係諸法規の施行に伴う各都道府県，指定都市及び中核市における行政の実態を数量的に把握し

て，国及び地方公共団体の衛生行政運営のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査の前身は，厚生省報告例が明治１９年以降内務報告例（明治１９年内務省令第１７号）として

報告されていたものを，昭和１３年の厚生省設置に伴い，新たに「厚生省報告例」（昭和１３年訓令第

１３号）として制定されたものであり，昭和２４年の全般的な報告事項の整理改善の際に，本報告例の

所管が大臣官房総務課から大臣官房統計情報部に移管された。  平成１２年に「厚生行政報告例」が

廃止され，「衛生行政報告例」が発足し，平成１４年には，「母体保護統計報告」を統合し，現在に至

る。 

【調査の構成】 １－衛生行政報告例 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「保健・衛生行政業務報告」（集計終了後） （表

章）全国・都道府県・指定都市・中核市 

【経 費】 ７６，７８８ 

※ 

【調査票名】 １－衛生行政報告例 

【受理年月日】 平成１８年０７月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０７９ 受理番号（旧）２０６００３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）年度間 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年・２年 （実施期日）年度報＝翌年度５月末，隔年報＝当該年の翌年の２月末 

【調査事項】 １．精神障害者申請・通報・届出及び移送の状況，２．精神障害者措置入院・仮退院状況，３．

医療保護入院・応急入院及び移送による入院届出状況，４．精神医療審査会の審査状況，５．精神

障害者保健福祉手帳交付台帳登載数，６．精神保健福祉センターにおける相談等，７．精神保健福

祉センターにおける技術指導等，８．精神保健福祉センターにおける職種別職員設置状況，９．栄
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養士免許交付，１０．調理師免許交付，１１．就業調理師，１２．給食施設，１３．特定給食施設

に対する指導・監督，１４．衛生検査，１５．衛生検査機関における機器設備状況，１６．地方衛

生研究所における職種別職員設置状況，１７．建築物環境衛生，１８．建築物環境衛生に係る登録

営業所，１９．墓地，火葬場及び納骨堂，２０．埋葬及び火葬並びに改葬，２１．興行場，２２．

ホテル営業，旅館営業，簡易宿所営業及び下宿営業，２３．公衆浴場，２４．理容所，２５．美容

所，２６．クリーニング，２７．許可を要する食品関係営業施設，２８．許可を要しない食品関係

営業施設，２９．食品衛生管理者，３０．製菓衛生師免許交付状況，３１．食品等の収去試験，３

２．乳の収去試験，３３．乳処理量，３４．環境衛生及び食品衛生関係職員，３５．医療法第２５

条の規定に基づく立入検査，３６．医療法人に対する指導・監督，３７．就業あん摩マッサージ指

圧師，はり師，きゅう師及び柔道整復師，３８．あん摩，マッサージ及び指圧，はり，きゅう並び

に柔道整復の施術所，３９．就業歯科衛生士の年齢階級別状況，４０．就業歯科技工士の年齢階級

別状況，４１．歯科技工所，４２．准看護師の免許交付，４３．就業保健師の年齢階級別状況，４

４．就業助産師の年齢階級別状況，４５．就業看護師の年齢階級別状況，４６．就業准看護師の年

齢階級別状況，４７．就業保健師・助産師・看護師・准看護師の従事期間状況，４８．薬局，４

９．薬事監視，５０．毒物劇物監視，５１．不妊手術，５２．人工妊娠中絶，５３．特定疾患（難

病）医療受給者証所持者数，５４．特定疾患（難病）登録者証所持者数，５５．特定疾患（難病）

医療受給者証・登録者証の変更状況，５６．特定疾患（難病）医療受給者証所持者の状況，５７．

狂犬病予防 
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【調査名】 労働条件等実態調査 

【実施機関】 和歌山県商工労働部労働政策局労働企画課 

【目 的】 和歌山県内の事業所に雇用される労働者の労働条件，各種制度の実態を明らかにし，それらの改善

と，労使関係の安定に資するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－労働条件等実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査年度内） （表章）都道府

県 

【経 費】 ５００ 

※ 

【調査票名】 １－労働条件等実態調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８０ 受理番号（旧）２０５０３７ 

【調査対象】 （地域）和歌山県全域 （単位）事業所 （属性）和歌山県内に所在する常用雇用者が３０人以

上の全事業所（ただし，県内に複数の事業所を有する場合は主たる事業所），常用雇用者１０人以

上３０人未満の単独事業所・本所の中から無作為に抽出した５９８事業所 （抽出枠）「平成１６

年度事業所・企業統計調査」（総務省統計局） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母５，１９８ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）和歌山県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）本年８月３１日 

【調査事項】 １．事業所の現況，２．賃金，労働時間，３．定年制，４．女性の活躍，５．育児・介護休業制

度等，６．パートタイム労働者，７．公益通報者保護法，８．人事・労務管理 
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【調査名】 県政世論調査 

【実施機関】 香川県政策部広聴広報課 

【目 的】 県政施策に対する香川県民の意見や要望等を把握し，今後の施策立案の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－県政世論調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページ（平

成１８年１０月） （表章）都道府県 

【経 費】 １，４６０ 

※ 

【調査票名】 １－県政世論調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１３日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８１ 受理番号（旧）２０５０３６ 

【調査対象】 （地域）香川県全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女（平成１８年６月２日現在の選

挙人名簿） （抽出枠）選挙人名簿（平成１８年６月２日現在） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母８３５，９３９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年７月１４日から７月２８日 （系統）香川県→民間調査機関

→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年７月１４日～２８日 

【調査事項】 １．県政の重要度と満足度について（県政運営の基本方針である「香川県新世紀基本構想後期事

業計画」の施策体系に掲げる中項目施策３１項目について），２．少子化対策，３．商業振興及び

中心市街地活性化対策，４．障害者福祉について，５．科学技術の振興について 
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【調査名】 労働条件等実態調査 

【実施機関】 熊本県商工観光労働部労働雇用総室 

【目 的】 熊本県内の事業所の賃金，労働時間等の労働条件を把握し，労働行政の基礎資料とするとともに労使

や労働関係機関等に提供し，労働環境の健全な発展に資する。 

【調査の構成】 １－労働条件等実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）県政記者室に報道資料提供，県ＨＰに掲載（翌年３月

３０日） （表章）都道府県 

【経 費】 ４，００７ 

※ 

【調査票名】 １－労働条件等実態調査調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８２ 受理番号（旧）２０５０６７ 

【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による大分類Ａ～Ｑの事業所

であって，従業者数５人以上の事業所すべて （抽出枠）平成１６年度事業所・企業統計調査民営

漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母２２，４１２ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年６月３０日現在 （系統）熊本県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月３０日（予定） 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．賃金制度，３．労働時間，４．パートタイム労働者の活用，５．派遣労

働者の活用，６．業務請負の活用，７．教育訓練 
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【調査名】 賃金労働時間等実態調査 

【実施機関】 新潟県産業労働観光部労政雇用課，新潟市商工振興課 

【目 的】 新潟県内に雇用される民間企業の常用労働者の賃金等の労働条件の実態を明らかにし，労務管理の改

善，労使関係の安定化のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－賃金労働時間等実態調査票（事業所票），２－賃金労働時間等実態調査票（個人票） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）新潟県：「調査結果速報」（本年１２月），「調査結

果報告書」（翌年２月）新潟市：「調査結果報告書」（翌年３月） （表章）都道府県，市区町村 

【経 費】 ７，２８０ 

※ 

【調査票名】 １－賃金労働時間等実態調査票（事業所票） 

【受理年月日】 平成１８年０７月２１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８３ 受理番号（旧）２０４０３８ 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）事業所 （属性）常用労働者１０人以上を雇用する事業所 （抽

出枠）平成１６年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，９４０／母２２，３１１ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）新潟県労政雇用課→県地域振興局→報告

者 新潟県労政雇用課→新潟市→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）本年８月１８日まで 

【調査事項】 １．企業全体の概要，２．事業所の現況，３．初任給，４．労働時間制度，５．年間休日数，

６．年次有給休暇，７．特別休暇制度（偶数年のみ），８．育児休業制度，９．介護休業制度，１

０．仕事と家庭の両立のための支援制度，１１．賃金制度（奇数年のみ），１２．賃金の支払い形

態，１３．定年制・退職金制度 

※ 

【調査票名】 ２－賃金労働時間等実態調査票（個人票） 

【受理年月日】 平成１８年０７月２１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８３ 受理番号（旧）２０４０３８ 
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【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）個人 （属性）常用労働者１０人以上を雇用する事業所の常用労

働者で，７月分の給与の期間を１８日以上勤務した労働者 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統

計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，９４０／母２２，３１１ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）新潟県労政雇用課→県地域振興局→報告

者 新潟県労政雇用課→新潟市→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）本年８月１８日まで 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．７月分の実労働日数，３．７月分の総実労働時間数等，４．７月分の賃

金支給総額等 



 84

【調査名】 公共事業工事費内訳調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課 

【目 的】 公共事業の工事種類別の労務・資材等の内訳を調査し，平成１７年（２００５年）産業連関表の作成

に当たり，国土交通省が担当する建設部門における投入額の推計に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－事務費内訳調査票，２－本工事費内訳調査票，３－測量及び試験費内訳調査票，４－船舶及

び機械器具費（又は機械器具費）内訳調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）公表しない （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－事務費内訳調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８４ 受理番号（旧）４０１００３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）地方整備局，北海道開発局，沖縄総合事務局，都道

府県，港湾管理者 （抽出枠）業務資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８１ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日 （系統）国土交通省→

報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 公共事業の調査対象事業種類別事務費内訳（人件費，旅費，庁費及び工費雑費） 

※ 

【調査票名】 ２－測量及び試験費内訳調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８４ 受理番号（旧）４０１００３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）地方整備局，北海道開発局，沖縄総合事務局，都道

府県，港湾管理者 （抽出枠）業務資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８１ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日 （系統）国土交通省→
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報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 公共事業の調査対象事業種類別測量及び試験費内訳（賃金，原材料費，消耗品費，備品購入費，

機械修繕費，使用料・賃貸料，社会保険料，委託料・請負料，その他） 

※ 

【調査票名】 ３－船舶及び機械器具費（又は機械器具費）内訳調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８４ 受理番号（旧）４０１００３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）地方整備局，北海道開発局，沖縄総合事務局，都道

府県，港湾管理者 （抽出枠）業務資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８１ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日 （系統）国土交通省→

報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 公共事業の調査対象事業種類別船舶及び機械器具費内訳（賃金，社会保険料，機械器具等購入

費，機械等の運搬・据付撤去費，機械修繕費，消耗品費，燃料費，使用料・賃貸料） 

※ 

【調査票名】 ４－本工事費内訳調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８４ 受理番号（旧）４０１００３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）地方整備局，北海道開発局，沖縄総合事務局，都道

府県，政令指定都市，港湾管理者 （抽出枠）業務資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９５ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日 （系統）国土交通省→

報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 
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【調査事項】 １．把握対象となる公共事業の事業種類，工事名，工事種類名，工事箇所，施工者名，工期等，

２．工事費の概要（直接工事費（材料費，労務費，市場単価等，直接経費），間接工事費，一般管

理費等，業務委託費），３．材料費の内訳（樹木・種苗・芝，素材，製材，薬品処理木材，合板

等），４．市場単価等内訳（鉄筋工，防護柵設置工，区画線工，高視認性区画線工等），５．直接

経費の内訳（特許使用料，光熱・水道・電力等，リース料，損料，諸雑費，廃棄物処理料） 
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【調査名】 地域保健・老人保健事業報告 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 地域住民の健康の保持及び増進を目的とした地域の特性に応じた保健施策の展開等を実施主体である

保健所及び市区町村ごとに把握し，国及び地方公共団体の地域保健施策の効率的・効果的な推進のため

の基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，保健所法（昭和２２年法律第１０１号）が昭和２３年１月１日から施行されたことに伴

い，保健所事業成績月報として徴収されるようになったのが最初である。 

 その後，昭和２９年１月２１日の事務次官通達「衛生関係定期報告の整備について」によりその報告

様式，作成手続などの大規模な改正が行われ，名称についても「保健所運営報告」（届出統計）と改め

られて調査が行われてきた。 

 この間，昭和３４年には保健所活動の質と量の両面から監察できるように，また，昭和３８年，４８

年には報告事項の合理化を図り，昭和５５年には報告事項の整備と報告回数の簡素合理化，集計の電算

化等大きな改正が行われている。 

 平成６年６月，終戦直後に構築された地域保健対策の枠組みを抜本的に見直し，国，都道府県，市町

村がそれぞれにふさわしい役割を分担し，地域保健対策の総合的な推進・強化を図ることを目的とした

「地域保健対策強化のための関係法律の整備に関する法律」が成立し，平成９年４月１日から本格的に

施行されることとなった。これを受けて平成８年１２月，本調査の名称の変更等を内容とする保健所運

営報告の一部変更を行う届出が行われたことから，名称が「保健所運営報告」から「地域保健事業報

告」に変更された。平成１１年度の調査から，老人保健法に基づき，医療等以外の保健事業の実施状況

を把握していた「老人保健事業報告」を統合し，「地域保健・老人保健事業報告」と名称を変更して，

実施されている。 

【調査の構成】 １－地域保健・老人保健事業報告（都道府県が設置する保健所），２－地域保健・老人保健事業

報告（政令市（特別区）以外の市町村），３－地域保健・老人保健事業報告（政令市（特別区）） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「地域保健・老人保健事業報告」（平成２０年２月）

及びホームページにて公表 （表章）全国・都道府県・市区町村 

【経 費】 ７６，７８８ 
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※ 

【調査票名】 １－地域保健・老人保健事業報告（都道府県が設置する保健所） 

【受理年月日】 平成１８年０７月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８５ 受理番号（旧）２０６００６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）保健所及び市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，３７８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度中又は年度末現在 （系統）厚生労働省→報告者（指定都市・中核

市），厚生労働省→都道府県→報告者（保健所設置市・特別区），厚生労働省→都道府県→保健所

→報告者（市町村） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月末 

【調査事項】 １．母子保健等のサービスの実施状況，２．保健所の連絡調整等の実施状況，３．職員の設置状

況及び保健所職員の市町村への援助状況，４．老人保健事業の実施状況 

※ 

【調査票名】 ２－地域保健・老人保健事業報告（政令市（特別区）以外の市町村） 

【受理年月日】 平成１８年０７月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８５ 受理番号（旧）２０６００６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）保健所及び市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，３７８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度中又は年度末現在 （系統）厚生労働省→報告者（指定都市・中核

市），厚生労働省→都道府県→報告者（保健所設置市・特別区），厚生労働省→都道府県→保健所

→報告者（市町村） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月末 

【調査事項】 １．母子保健等のサービスの実施状況，２．保健所の連絡調整等の実施状況，３．職員の設置状

況及び保健所職員の市町村への援助状況，４．老人保健事業の実施状況 

※ 

【調査票名】 ３－地域保健・老人保健事業報告（政令市（特別区）） 
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【受理年月日】 平成１８年０７月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８５ 受理番号（旧）２０６００６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）保健所及び市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，３７８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）年度中又は年度末現在 （系統）厚生労働省→報告者（指定都市・中核

市），厚生労働省→都道府県→報告者（保健所設置市・特別区），厚生労働省→都道府県→保健所

→報告者（市町村） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月末 

【調査事項】 １．母子保健等のサービスの実施状況，２．保健所の連絡調整等の実施状況，３．職員の設置状

況及び保健所職員の市町村への援助状況，４．老人保健事業の実施状況 
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【調査名】 被保護者全国一斉調査 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局保護課 

【目 的】 生活保護法による保護を受けている世帯の保護の受給状況等を把握し，生活保護制度及び厚生労働行

政の企画運営に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－被保護者全国一斉調査基礎調査調査票，２－被保護者全国一斉調査個別調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（集計終了後） （表

章）全国 

【経 費】 ６，８３１ 

※ 

【調査票名】 １－被保護者全国一斉調査基礎調査調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８６ 受理番号（旧）２０５０３１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）福祉事務所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１８年７月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→報告者（福祉

事務所） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年９月 

【調査事項】 １．被保護世帯人員（級地・単身者世帯ーその他世帯・性・年齢階級別），２．被保護世帯数

（世帯人員・級地・扶助の種類別），３．勤労控除適用世帯数・件数（勤労控除の状況・級地

別），４．年金等受給世帯数・件数（年金等の受給状況・級地別），５．加算受給世帯数・件数

（級地・加算等の状況等），６．借家・借間世帯数（級地・住居の状況，実際家賃・間代階級

別），７．被保護外国人世帯数（世帯主の国籍・世帯類型・世帯人員別），８．介護扶助受給者数

（６５歳以上，６５歳未満別，要介護度・住宅ー施設・介護サービスの種類別），９．保護廃止世

帯数（世帯類型，保護開始年月，廃止理由別） 

※ 

【調査票名】 ２－被保護者全国一斉調査個別調査票 
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【受理年月日】 平成１８年０７月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８６ 受理番号（旧）２０５０３１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）福祉事務所 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１８年７月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→

報告者（福祉事務所） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年９月 

【調査事項】 １．世帯の状況（受給開始年月，保護歴の有無，世帯類型，保護の決定状況，扶助の種類，住居

の種類，不動産の保有状況），２．世帯員の状況（性別，年齢，世帯主との続柄，入所（入院）等

状況，就労の状況，就労収入月額，基礎控除月額，障害・傷病の状況，加算等の状況，年金の受給

状況，年金月額，医療保険の加入状況） 
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【調査名】 商品流通調査 

【実施機関】 東京都総務局統計部調整課 

【目 的】 商品の流通状況を把握し，東京都産業連関表作成のための基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－商品流通調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない 

【経 費】 ５，５００ 

※ 

【調査票名】 １－商品流通調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８７ 受理番号（旧）２０１０５５ 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる製造業を営む民営事

業所 （抽出枠）商品流通調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，０００／母３０，０７１ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）東京都→民間調査

機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月１５日 

【調査事項】 １．製造品の受入額，生産額，自工場消費額，出荷額（国内向け及び輸出向け），製品在庫の増

減，２．製造品の最終消費地域別出荷内訳， 
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【調査名】 女性労働者就業実態調査 

【実施機関】 山梨県商工労働部労政雇用課 

【目 的】 山梨県内の事業所における男女労働者の雇用実態や，事業主及び労働者の意識等を把握し，「働く女

性の環境づくり」への施策の基礎資料を得，もって労働福祉施策に反映させる。 

【調査の構成】 １－女性労働者就業実態調査（事業所調査票），２－女性労働者就業実態調査（従業員調査票） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年２月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ３，１８５ 

※ 

【調査票名】 １－女性労働者就業実態調査（事業所調査票） 

【受理年月日】 平成１８年０７月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８８ 受理番号（旧）２０３０６２ 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）事業所 （属性）５人以上の常用労働者を雇用する事業所 （抽

出枠）平成１６年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母１５，６７７ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年８月１日現在 （系統）山梨県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）０８月３１日 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．従業員の就業状況，３．仕事と家庭の両立を支援する制度，４．「仕事

と家庭の両立」「均等法」に対する考え，５．セクハラ対策，６．「次世代育成支援対策推進法」

について，７．パートタイマーの就業状況 

※ 

【調査票名】 ２－女性労働者就業実態調査（従業員調査票） 

【受理年月日】 平成１８年０７月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６０８８ 受理番号（旧）２０３０６２ 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）個人 （属性）５人以上の常用労働者を雇用する事業所に勤務す

る男女従業員 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査事業所名簿 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／母１５，６７７ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年８月１日現在 （系統）山梨県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）０８月３１日 

【調査事項】 １．従業員の概要・勤務状況，２．従業員の就業状況，３．「均等法」に対する考え，４．職場

における男女間の性差について，５．セクハラ経験の有無，６．働いている理由等，７．仕事と家

庭の両立を支援する制度，８．男性の育児参加について，９．女性が働くことについての考え，１

０．女性の再就職について，１１．職場や行政に望むこと 
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（３） 中止 

【調査名】 労働時間制度等実態調査 

【実施機関】 愛知県産業労働部労政担当局労働福祉課 

【目 的】 愛知県内の民間企業における所定労働時間，定年制等の実態を把握し，労使関係者等に情報提供する

とともに行政の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－労働時間制度等実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「記者クラブ発表」 （表章）都道府県 

【経 費】 １，６７２ 

【備 考】 ［中止の理由］所定労働時間や休日などについて調査すると同時に，労働時間に対する意識を高める

ことにより，労働時間の短縮を啓発していたところであるが，労働時間の短縮の促進に関する臨時措置

法の改正により，その意義が乏しくなったため，所期の目的を達したものとして，予算削減に伴い，廃

止する。 

※ 

【調査票名】 １－労働時間制度等実態調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２２ 受理番号（旧）２８９００８ 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）企業 （属性）愛知県内の民間企業 （抽出枠）平成１３年事業

所・企業統計調査 調査区別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／母３６０，３５８ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （系統）愛知県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月 

【調査事項】 １．所定労働時間，２．休日制度（週休制の形態，年間の休日総数，ゴールデンウィーク・夏季

の連続休暇実施状況），３．定年制（定年制の有無及び改定内容，継続雇用制の有無） 
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【調査名】 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 

【実施機関】 文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

【目 的】 児童生徒の問題行動等について全国状況を調査・分析することにより，今後の指導の充実に資する。 

【調査の構成】 １－公立の小学校，中学校及び高等学校における暴力行為の状況，２－出席停止の措置の状況，

３－公立の小学校，中学校，高等学校及び特殊教育諸学校におけるいじめの状況等，４－公立の小

学校及び中学校における不登校の状況等，５－教育相談の状況，６－公立の小学校，中学校及び高

等学校における自殺の状況，７－体罰ではないかとして問題とされ，学校で調査した事件の状況 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「生徒指導上の諸問題の現状と文部省の施策につい

て」（毎年１２月頃） （表章）全国 

【備 考】 〔中止の理由〕「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」は，小学校，中学校の児

童生徒の問題行動の全国状況を把握することにより，今後の指導の充実に資することを目的とする調査

として，都道府県・市区町村教育委員会を報告者とする届出統計調査として実施してきたが，平成１８

年より，調査内容に高等学校の生徒についての調査事項を加えた承認統計調査「児童生徒の問題行動等

生徒指導上の諸問題に関する調査」の一部として実施することになったため，調査を中止する。 

※ 

【調査票名】 １－公立の小学校，中学校及び高等学校における暴力行為の状況 

【受理年月日】 平成１８年０７月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２３ 受理番号（旧）２０５００５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県教育委員会，市区町村教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ １，８２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→市区町村教育委員会 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０６月２４日 

【調査事項】 １．学校における暴力行為の発生学校数，２．暴力行為の状況，３．加害児童生徒数，４．学校

の措置別人数，５．警察等の措置別人数等 

※ 

【調査票名】 ２－出席停止の措置の状況 
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【受理年月日】 平成１８年０７月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２３ 受理番号（旧）２０５００５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県教育委員会，市区町村教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ １，８２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→市区町村教育委員会 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０６月２４日 

【調査事項】 １．出席停止の措置がとられた小・中学校等の数，２．児童・生徒数，３．期間別件数，４．主

たる理由別件数，５．主たる監護の場所等 

※ 

【調査票名】 ３－公立の小学校，中学校，高等学校及び特殊教育諸学校におけるいじめの状況等 

【受理年月日】 平成１８年０７月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２３ 受理番号（旧）２０５００５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県教育委員会，市区町村教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ １，８２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）文部科学省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０６月２４日 

【調査事項】 １．いじめの発生学校数，発生件数，２．いじめの解消状況，３．いじめの発見のきっかけ，

４．いじめの態様，５．いじめの問題に対する対応等 

※ 

【調査票名】 ４－公立の小学校及び中学校における不登校の状況等 

【受理年月日】 平成１８年０７月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２３ 受理番号（旧）２０５００５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県教育委員会，市区町村教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ １，８２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→市区町村教育委員会 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０６月２４日 



 98

【調査事項】 １．不登校の生徒の在籍学校数、生徒数，２．不登校となったきっかけと継続している理由，

３．指導結果状況，４．相談・指導を受けた機関数，５．指導要録上出席扱いとした児童生徒数，

６．「教育支援センター」の状況，７．長期欠席の「その他」に係る状況等 

※ 

【調査票名】 ５－教育相談の状況 

【受理年月日】 平成１８年０７月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２３ 受理番号（旧）２０５００５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県教育委員会，政令指定都市教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ １，８２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→政令指定都市教育委員会 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０６月２４日 

【調査事項】 １．教育相談の対応機関，２．相談員数等 

※ 

【調査票名】 ６－公立の小学校，中学校及び高等学校における自殺の状況 

【受理年月日】 平成１８年０７月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２３ 受理番号（旧）２０５００５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県教育委員会，市区町村教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ １，８２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→市区町村教育委員会 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０６月２４日 

【調査事項】 １．自殺の件数，２．自殺の理由等 

※ 

【調査票名】 ７－体罰ではないかとして問題とされ，学校で調査した事件の状況 

【受理年月日】 平成１８年０７月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２３ 受理番号（旧）２０５００５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県教育委員会，市区町村教育委員会 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ １，８２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→市区町村教育委員会 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０６月２４日 

【調査事項】 １．学校で調査した事件の発生件数，２．関係教員数・児童生徒数等 
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【調査名】 公・私立高等学校における中途退学者数等の状況調査 

【実施機関】 文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

【目 的】 高等学校の中途退学者の状況等の現状を把握することにより，高等学校教育改革のための諸施策を検

討・立案するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－公立高等学校における中途退学者数等の状況調査票，２－私立高等学校における中途退学者

数等の状況調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「生徒指導上の諸問題の現状について」（毎年１２

月） （表章）全国 

【備 考】 〔中止の理由〕「公・私立高等学校における中途退学者数等の状況調査」は，高等学校の中途退学の

状況等の現状を把握することにより，高等学校教育改革のための諸施策を検討・立案するための基礎資

料を得ることを目的とする調査として，都道府県・市区町村教育委員会を報告者とする届出統計調査と

して実施してきたが，平成１８年より承認統計調査「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関す

る調査」の一部として実施することになったため，調査を中止する。 

※ 

【調査票名】 １－公立高等学校における中途退学者数等の状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２４ 受理番号（旧）１００１３９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）４月

１日から３月３１日 （系統）文部科学省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月末 

【調査事項】 １．フェイスシート事項，２．退学者数（在籍者数，理由，退学者の合計），３．懲戒による退

学者数，４．原級留置者数，５．退学者の再入学者数，６．退学者の編入学者数 

※ 

【調査票名】 ２－私立高等学校における中途退学者数等の状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年０７月２７日 
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【受理番号】 受理番号（新）３０６０２４ 受理番号（旧）１００１３９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）都道府県及び教育委員会 （属性）都道府県及び都道府県教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）４月

１日から３月３１日 （系統）文部科学省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月末 

【調査事項】 １．フェイスシート事項，２．退学者数（在籍者数，理由，退学者の合計），３．懲戒による退

学者数，４．原級留置者数，５．退学者の再入学者数，６．退学者の編入学者数 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

(4) (4)

83 59 81 67 58 71 72 25 18 25 35 11 4 605

(3) (3)

22 18 10 5 5 5 5 1 5 3 6 3 6 88

(3) (4) (4) (7)

105 77 91 72 63 76 77 26 23 28 41 14 10 693

(1) (1) (1)

26 33 43 77 68 73 78 34 8 12 8 3 10 463

8 7 31 52 55 110 137 25 35 33 30 14 23 537

(1) (1) (2)

34 40 74 129 123 183 215 59 43 45 38 17 33 1000

2 2 0 1 1 5

(11) (3) (1)  (4) (4) (19)

22 10 16 13 14 35 32 8 11 8 6 2 3 177

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (20)

23 11 18 13 15 35 32 8 11 8 6 2 3 182

(1) (1) (1) (1)

102 106 101 108 142 139 134 50 6 23 7 6 14 924

308 298 312 278 193 216 185 56 51 41 44 44 50 2026

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 33

3 2 8 2 2 2 2 2 23

(2) (4) (1) (1) (1) (9)

380 355 321 358 299 355 277 44 82 70 41 66 90 2648

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (9)

688 661 635 643 502 576 473 102 136 114 87 113 141 4730

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 227 63 56 90 53 37 56 2853

(2) (2) (2)

102 71 77 72 54 79 64 22 24 17 17 29 6 628

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 204

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 31

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (113)

143 182 226 154 80 91 51 34 32 25 24 13 17 1055

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (118)

711 730 767 621 532 512 350 119 116 135 95 82 80 4770

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 91 10 24 5 26 2 27 944

11 1 7 11 27 30

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 60 13 11 9 15 11 3 565

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (23) (5) (3) (12) (3) (12) (3) (200)

309 249 272 212 186 166 146 24 21 9 13 14 9 1621

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (24) (5) (3) (12) (4) (12) (12) (225)

579 462 490 394 395 306 297 47 67 24 61 38 66 3160

(30) (49) (22) (27) (9) (13) (5) (1) (1) (156)

126 202 176 175 218 215 196 48 45 55 30 11 38 1497

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (11) (4) (1) (206)

223 243 179 172 124 131 80 21 20 15 34 28 54 1270

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (24) (9) (1) (1) (1) (362)

349 445 355 347 342 346 276 69 65 70 64 39 92 2767

(4) (12) (14) (11) (11) (6) (2) (1) (1) (1) (1) (1) (64)

2 1 4 11 1 1 1 20

65 116 168 122 122 65 74 19 6 16 10 26 16 809

30 52 84 61 61 29 39 10 3 8 5 13 8 395

2591 2532 2533 2328 2118 2173 1865 480 469 449 400 313 441 18251

2621 2584 2617 2389 2179 2202 1904 490 472 457 405 326 449 18646

年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)
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年（月） 備　考

８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

(4)

1 3 1

5 1 1 1

(4)

5 1 1 4 1 1

3 1 1 2 1

2 1 1 6 6 2 5 1 1

2 4 1 6 6 3 6 1 2 2

1

(4)

2 1 2

(4)

2 1 2

(1) 　

3 3 1 1 4 1 4 3

4 1 2 1 4 5 2 2 4 5 10

1

　 　 2

(1) 　

24 7 6 4 3 1 7 16

(1) 　

28 8 9 1 4 6 8 3 9 4 5 26

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成17年 平成18年

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

8 1 3 28 1 4 6 11 1 2

(1)

15 2

2

3 　 2 4 7

(1)

8 3 1 3 30 1 19 8 13 11 1 2

2 2 19 2 2 1

24 1

2 　 1

(1) 　 (1)

2 　 1 2 2 4 1

(1) 　

4 3 28 20 2 5 2 3 1

4 1 　 11 4 2

7 12 4 2 11 4

11 13 4 2 11 11 4 6

(1) 　

　 　 1

4 　 8 2

 

2 　 4 1

54 36 23 36 72 14 40 35 25 29 11 39

54 38 23 36 72 14 40 35 29 29 12 39

平成17年 平成18年

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名

108



届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

新 規 58 54 43 39 32 27 10 1 5 8 8 4 4 289

変 更 69 72 99 108 88 79 81 22 15 23 29 15 29 700

中 止 6 3 7 11 8 1 1 2 1 1 5 41

新 規 358 282 367 354 355 389 302 84 75 63 67 72 80 2768

変 更 329 299 199 140 177 210 178 40 88 29 74 62 54 1825

中 止 4 4 8 2 15 16 31 8 10 4 4 7 3 113

新 規 105 82 85 124 139 127 94 36 26 28 240 371 29 1457

変 更 131 65 55 49 61 114 81 12 24 24 16 12 14 644

中 止 1 1 5 2 11 1 1 3 2 1 27

新 規 2 6 2 1 11

変 更 10 9 10 16 16 9 3 2 2 2 1 80

中 止 2 3 1 1 1 1 1 1 11

新 規 523 424 495 517 528 543 406 122 106 99 315 447 113 4525

変 更 539 445 363 313 342 412 343 76 127 78 121 90 97 3249

中 止 13 4 14 11 31 19 51 11 12 10 6 10 9 192

年（月）

実施機関名

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

新 規 1 1 1 1 1 2

国 変 更 3 5 2 　 1 6 2 6 1 2 4

中 止 1 1 2 2 2

新 規 5 14 12 13 2 7 4 3 1 9 3

変 更 8 8 11 3 6 7 6 4 15 12 3 10

中 止 3 3 12 1 1

新 規 3 2 3 3 4 1 1 1 1 5 9

市 変 更 1 3 1 1 2 1 1 1 2 2 2

中 止

新 規  

変 更 1

中 止 　 　

新 規 8 17 15 16 7 9 5 4 2 2 16 12

変 更 12 16 14 4 9 13 9 11 17 15 7 16

中 止 1 1 2 3 5 12 1 3

年（月）

実施機関名

平成17年 平成18年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等
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